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決 算 審 査 特 別 委 員 会 記 録

＜議案の説明＞

開催日時 平成２７年１０月１４日（水） １０：０３～１５：０６

開催場所 第１委員会室

出席委員 １１名

和田 恵治 委員長

岡 史朗 副委員長

池田 慎久 委員

川口 延良 委員

中川 崇 委員

田中 惟允 委員

藤野 良次 委員

安井 宏一 委員

荻田 義雄 委員

太田 敦 委員

粒谷 友示 委員

欠席委員 なし

出席理事者 榎原 会計管理者（会計局長）

野村 総務部長

長岡 危機管理監

一松 地域振興部長

辻本 南部東部振興監

福井 観光局長

土井 健康福祉部長

上山 こども・女性局長

渡辺 医療政策部長

中 くらし創造部長兼景観・環境局長

森田 産業・雇用振興部長

福谷 農林部長

加藤 県土マネジメント部長
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金剛 まちづくり推進局長

久保田 水道局長

吉田 教育長

羽室 警察本部長

ほか、関係職員

傍 聴 者 ３名

議 事 議第７６号 平成２６年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の認定に

ついて

議第７７号 平成２６年度奈良県病院事業費特別会計決算の認定について

議第８４号 平成２６年度奈良県歳入歳出決算の認定について

報第２５号 健全化判断比率及び資金不足比率の報告について

＜会議の経過＞

○和田委員長 ただいまから本日の会議を開きます。荻田委員が少しおくれて参加されま

す。ご了承願います。

初めに、傍聴についてですが、当委員会は本日より５日間開催されます。傍聴の申し出

があった場合は、２０名を限度に許可することとしたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○和田委員長 異議なしですので、そのようにします。

なお、本日、１名の方から傍聴の申し出がございます。入室していただきます。

それでは、本日は付託議案の説明をお願いするわけですが、委員に申し上げます。質疑

については、１５日からの部局別審査及び総括審査でお願いをしたいと思います。また、

説明は、会計管理者と総務部長を除きまして、順次部局別に入れかわり、説明をいただき

ますので、よろしくお願いします。

初めに、会計管理者から平成２６年度決算の概要等の説明、引き続き総務部長から収支

の状況及び健全化判断比率等の説明を願います。

○榎原会計管理者（会計局長） それでは、平成２６年度決算の概要について、「平成２

６年度一般会計決算の概要」に基づき説明します。

１ページ、一般会計の決算の全体像です。歳入決算額は４，９０３億１，５００万円、

歳出決算額は４，８１８億４，９００万円です。収支差引額は８４億６，６００万円とな
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り、翌年度へ繰り越すべき財源５８億８，６００万円を差し引いた実質収支額は２５億８，

０００万円となっています。

２ページ、一般会計歳入の状況です。款別の内訳、構成比等について、表と円グラフで

あらわしています。平成２６年度歳入の決算総額は４，９０３億１，５００万円で、前年

度と比較して４６億２００万円、０．９％の増です。歳入の主な内訳ですが、多いほうか

ら、地方交付税３０．７％、県税２２．０％、県債１３．５％、国庫支出金１３．３％な

どとなっています。主な増減について、３ページ、県税等です。景気回復に伴う法人２税、

配当割県民税などの増収による県税の増、税率引き上げによる地方消費税清算金の増加、

地方法人特別譲与税の増加により、前年度に比べ９６億８，３００万円、６．５％の増と

なっています。地方交付税臨時財政対策債ですが、地方財政計画において地方税の増加が

見込まれたことなどから、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は１１億９，５０

０万円、０．６％の減となっています。国庫支出金については、平成２５年度には国の補

正予算で措置された地域の元気臨時交付金や森林整備加速化・林業再生事業費補助金等を

活用したことなどにより、前年度に比べて、平成２６年度は１５８億８，６００万円、１

９．６％の減となっています。その他繰入金、繰越金、諸収入及び県債については、それ

ぞれ４ページに記載のとおりです。

続きまして、５ページ、一般会計歳出の状況です。性質別の内訳を表と円グラフであら

わしています。平成２６年度の歳出の決算総額は４，８１８億４，９００万円で、前年度

と比較すると８２億６，５００万円、１．７％の増となっています。歳出額のうち義務的

経費については２，４１５億７，１００万円、対前年度比では３．０％の増となっていま

す。投資的経費については、決算額は７２７億３，２００万円、前年度と比べて３．６％

の減です。一般施策経費については、決算額は１，６７５億４，６００万円、前年度に比

べて２．４％の増となっています。主な増減について、６ページ、人件費です。退職手当

は、官民均衡を図るため支給水準を引き下げたものの、定年退職者数が増加しました。ま

た、退職手当以外は、職員定数の削減を実施したものの、平成２５年度には国の要請に基

づき平成２５年７月から平成２６年３月までの間給与減額措置を実施したことなどにより、

前年度に比べ、平成２６年度は５９億９，５００万円、４．２％の増となっています。公

債費及び扶助費については、記載のとおりです。７ページ、普通建設事業費です。前年度

に比べ２８億５，７００万円、４．１％の減となっています。社会資本の管理、活用及び

整備をマネジメントし、効果が大きい事業への選択と集中を徹底しました。補助事業費は
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前年度に引き続き財源措置が有利な国の補正予算を積極的に活用したものの、国補正予算

の規模が縮小したことなどにより減少しましたが、単独事業費は国の平成２４年度補正予

算で措置された地域の元気臨時交付金を財源として造成した地域・経済活性化基金からの

繰入金を活用して、県経済の活性化に資する事業を推進したことなどにより増加しました。

また、紀伊半島大水害集中復旧・復興期間の最終年度に当たり、紀伊半島アンカールート

の整備、大規模崩壊への対策等、復旧・復興の取り組みを推進しました。補助費等及び積

立金については、記載のとおりです。８ページ、貸付金については、市町村財政の健全化

を支援するため、高金利地方債の繰上償還に要する経費に対して無利子貸し付けを実施し

たことなどにより、前年度に比べ４６億５００万円、４４０．２％の増となっています。

繰出金については、記載のとおりです。歳出決算の目的別内訳は、構成比で多いほうから、

教育費２２．７％、公債費１６．１％、健康福祉費１５．７％、県土マネジメント費１２．

１％、以下、総務費、警察費、諸支出金などとなっています。

１０ページ、特別会計の状況です。公営企業会計以外の特別会計の決算状況が全部で１

３会計あります。特別会計の歳入決算額の合計は１，９６９億５，２００万円、歳出決算

額の合計は１，９２４億８，７００万円、差し引き４４億６，５００万円です。

以上が平成２６年度の一般会計、特別会計決算の概要です。何とぞよろしくご審議の上、

ご承認賜りますようお願い申し上げます。

○野村総務部長 続きまして、収支の状況、健全化判断比率など、財政運営の状況につい

て説明します。

「平成２６年度一般会計決算の概要」９ページ、４収支の状況です。先ほど会計管理者

の説明にもありましたが、平成２６年度の実質収支は２５億８，０００万円となりました。

国の要請に基づき、平成２５年度に限り給与減額措置を実施したことなどにより、平成２

６年度は人件費が増加したことなどから、収支額は前年度に比べて減少しています。１１

ページ、６財政状況の指標です。地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、財

政の健全度をあらわす指標として、健全化判断比率と公営企業の資金不足比率を算定して

います。各指標の内容と算定対象は、１１ページから１２ページに記載のとおりです。こ

れらの指標には、法令で早期健全化基準などが定められており、その基準を超えますと、

財政健全化計画などを策定して、国の関与のもと、財政の健全化等に取り組むことが義務

づけられるものです。平成２６年度決算に基づくそれぞれの比率については、１１ページ

の記載のとおりで、いずれも早期健全化基準等を上回る状況には至っていません。
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続きまして、決算審査の参考資料として配付しています資料「平成２６年度重点課題に

関する評価」を紹介します。本県の行財政運営はＰＤＣＡサイクルの考え方で進行管理を

行っています。その中で、チェックの部分は、県民ニーズを踏まえた施策を効果的に実施

するため最も重要な過程だと考えています。具体的には、平成２６年度当初予算編成前に

行財政運営の基本方針を、予算案決定時にはプラン「主な政策集もっと良くなる奈良県」

を公表しています。それを実施した上で、その結果について評価しているのが「平成２６

年度重点課題に対する評価」です。今後も行財政運営のマネジメントサイクルを推進し、

平成２８年度の予算編成や組織定数調整へ着実に反映させていきたいと考えています。

以上で収支の状況などについての説明を終わります。

○和田委員長 続いて、総務部長から順に説明を願います。

○野村総務部長 各所管の部局長から順次説明を行いますが、歳入歳出決算については、

冊子「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」と「平成２６年度主要施策の成果に関す

る報告書」により説明します。

まず、一般会計の歳入決算及び総務部に関する歳出決算について説明します。

２ページ、第１款県税です。収入済額は予算現額に対して１億５，７００万円余の増と

なっています。不納欠損額は３億２，７００万円余となっており、主なものとしては、第

１項県民税、第９項自動車税がその多くを占めています。３ページ、第５款地方交付税で

す。収入済額は予算現額と比べますと、１億９，８００万円余の増となっています。第７

款分担金及び負担金については、予算現額及び収入済額は記載のとおりです。不納欠損額

は７００万円余ですが、全て児童措置費負担金です。収入未済額は４，２００万円余です

が、大半が児童措置費負担金となっています。第８款使用料及び手数料については、収入

済額は予算現額に対して２億６，４００万円余の減となっており、主なものは、第１項使

用料のうち、県営住宅使用料です。不納欠損額については、高等学校授業料等で、収入未

済額については、大半が県営住宅使用料です。第９款国庫支出金については、収入済額は

予算現額に対して２１８億９，３００万円余の減となっています。このうち、事業の繰り

越しによるものが１４６億７，８００万円余含まれています。このほか補助対象事業費の

減、一部事業の国庫認証減に伴う減等です。第１０款財産収入については、収入済額は予

算現額に対して１２億６，２００万円余の減となっており、主なものは、第１項財産運用

収入のうち、預金利率が低水準であったことによる基金運用収入及び第２項財産売払収入

のうち、土地、建物売払収入です。第１２款繰入金については、収入済額は予算現額に対
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して６７億５，７００万円余の減となっており、主なものは、第２項基金繰入金のうち、

対象事業費の執行減に伴う医療施設耐震化促進基金などからの繰り入れです。４ページ、

第１４款諸収入については、収入済額は予算現額に対して１９億３，４００万円余の減と

なっています。主なものは、第４項受託事業収入のうち、文化財修理等受託事業収入です。

不納欠損額は、主に放置違反金及び雑入等で、収入未済額は、高校奨学資金貸付金元金収

入及び大学奨学資金貸付金元金収入の延滞等によるものです。第１５款県債については、

収入済額は予算現額に対して１５４億２，２００万円余の減となっており、このうち事業

の繰り越しによるものが７５億２，８００万円余含まれています。

以上で歳入の説明を終わります。

続きまして、総務部に関係する支出について説明します。

５ページ、第１款議会費については、予算現額と支出済額は記載のとおりです。第２款

総務費です。主に総務部の管理部門に係る経費で、第１項総務管理費ですが、不用額につ

いては、運用収入の減等による県債管理基金や退職手当平準化基金等への積立金の減、諸

手当を含む職員給与の減などの不用、執行残によるものです。第３項徴税費の不用額は、

主に県税収入のうち、年度経過後に返納する還付金等である税収入払戻金及び還付加算金

の減、国が地方消費税の賦課徴収事務を行うために要する費用を補償するための費用等で

ある地方消費税徴収取扱費交付金の減によるものです。８ページ、第１４款公債費です。

不用額は、主に県債借入利率の低下と一時借入金の減少によるものです。第１５款諸支出

金です。不用額は、主に自動車取得税の減による交付金の減によるものです。

続きまして、総務部所管の特別会計について説明します。

２２ページ、奈良県証紙収入特別会計です。収入証紙消印実績額を奈良県証紙収入特別

会計の歳出から使用料、手数料、県税等の属する一般会計の該当歳入科目に振りかえる手

続を行っています。歳入歳出の状況については、２２ページ、２３ページに記載のとおり

です。

３０ページ、奈良県公債管理特別会計です。奈良県公債管理特別会計は、借換債を特別

会計で発行することなどにより、一般会計等の実質的な歳入歳出規模や公債費負担の明確

化を図ることを目的として設置しているものです。歳入歳出の状況については、３０ペー

ジ、３１ページに記載のとおりです。不用額は県債借入利率の低下等によるものです。

以上で「平成２６年度歳入歳出決算報告書」による説明を終わります。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、総務部に係る
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事項について説明します。

８ページ、奈良・日本・アジアの未来を考える有識者委員会の運営については、委員会

を２３回開催するとともに、研究成果報告書を作成しました。人材・組織マネジメントと

財政マネジメントですが、地域フォーラム開催事業では、各地域の課題をテーマに、知事、

市町村長、住民によるパネルディスカッションなどを行うフォーラムを大和郡山・天理・

磯城地域及び橿原・桜井・高市地域において実施しました。１０ページ、８県有資産の有

効活用ですが、ファシリティマネジメント推進事業では、経営的な観点から県有資産の活

用を推進するファシリティマネジメントを推進するため、システムの運用等を行いました。

次に、雇用対策の推進ですが、県高齢者人材活用事業については、県において高齢者人

材バンクを設置しています。平成２６年度は、農業、観光統計、債権管理など、様々な分

野において１７名を採用し、高齢者雇用を推進しました。人材・組織マネジメントと財政

マネジメント、１戦略的な人材の育成です。ふるさと知事ネットワーク、職員の相互派遣

による交流事業では、山形県及び宮崎県と本県との間で平成２５年４月より職員の相互派

遣を実施しています。

１１ページ、３戦略的な人材の育成ですが、実践的かつ効果的な研修の実施では、職位

に応じた職位基本研修や公募選択制の各種能力開発研修のほか、各機関への派遣研修等を

実施しました。

次に、４「公表」「対話」を文化とした行政経営です。刊行物等による県政広報では、

県民の関心の高い県政情報をより豊富にわかりやすく毎月提供するため、県民だより奈良

など、記載の刊行物を発行しています。１２ページ、奈良！そこが知りたいです。本県の

現状と諸課題、今後の取り組み等について、映像でわかりやすく解説する番組を放送しま

した。県民だより奈良「なら いいね！」では、県民だより奈良の情報を映像化したテレ

ビ番組を放送しました。

１３ページ、５内部統制、会計事務適正化プロジェクト事業です。会計事務の一層の適

正化のため、会計担当管理職員等を対象に各種研修等を実施しました。

６県有資産の有効活用です。県有資産有効活用事業では、旧耳成高校の改修工事等を実

施し、中部地域における出先機関の集約拠点となる橿原総合庁舎を平成２７年１月５日に

オープンしました。

１４ページ、人材・組織マネジメントと財政マネジメント、電子自治体の推進です。情

報システム最適化事業では、奈良県第二次情報システム最適化計画に基づき、庁内情報シ
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ステムのハードウエアを統合する基盤の構築、運用をしました。マイナンバー制度の推進

では、庁内の各情報システムがそれぞれ管理する宛名情報を統合宛名として管理するシス

テムの開発設計を行いました。また、マイナンバー制度の推進については、１６ページに

も掲載しています。こちらでは、税務統合システムへの影響を調査し、システム改修に向

けた設計を実施しています。

１５ページ、くらしやすいまちづくり（国際交流の促進）、新たな友好提携推進事業で

す。スイス・ベルン州との新たな友好提携締結に向けて訪問団を派遣、またＭＯＵを締結

しているベトナム・フートー省との友好交流のため、意見交換会などを実施しました。外

国人留学生支援事業では、外国人留学生を対象に、社寺、文化・観光施設入館無料パスポ

ート（まほろばパス）を発行したほか、留学生向けイベントを実施しました。東アジア地

方政府会合の開催では、東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、６カ国４１地

方政府の参加を得て、第５回東アジア地方政府会合を開催しました。

１６ページ、人材・組織マネジメントと財政マネジメント、１マネジメント力の強化で

す。統計リテラシースキルアップ事業では、職員の統計知識・能力の向上を図るため、統

計学講座を実施しました。

２歳入の確保です。調査による課税ベース拡大事業では、県税の適正な申告に向け、県

内に事業所等を有する未申告の県外法人に対し、調査、申告指導等を実施しました。奈良

県税制調査会運営事業では、調査会を３回開催し、税制のあり方や経済社会の構造変化に

対応した地方税制度について検討しました。県税収納手段の拡大事業では、納税者の利便

性の向上のため、コンビニエンスストアでの納付、マルチペイメントネットワークシステ

ムやインターネットを利用した納税手段など、多様な県税収納手段を提供しました。

以上で平成２６年度総務部の主要施策についての説明を終わります。ご審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○長岡危機管理監 それでは、危機管理監所管の主要施策の成果について説明します。

「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」１７ページ、安全・安心の確保（防災

危機管理の強化）、１県土の防災力の向上です。市町村地域防災計画見直し支援事業では、

災害対策基本法の改正等を踏まえて、市町村の地域防災計画の見直しを支援していますが、

平成２６年度はモデル市町村を１０市町村設定し支援を行いました。その成果を、地域防

災計画見直しモデル市町村取組事例集として取りまとめています。地域防災力向上事業、

みんなで取り組む防災活動推進事業では、県内企業を対象とする企業防災セミナーを開催
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するとともに、地震、水害、土砂災害、竜巻等の災害への備えについて、県民向けの啓発

を行うため、パンフレット「わが家の災害対策」を作成しました。また、県内一斉地震訓

練、ナラ・シェイクアウトを実施するなど、奈良県防災の日及び防災週間において、県、

市町村、関係機関等が防災訓練や啓発イベントを集中的に実施しました。防災訓練事業で

は、自衛隊、警察、消防等の防災機関や住民が救出、救助や避難所運営等の訓練を行うこ

とにより、災害対応能力の向上を図る防災総合訓練を斑鳩町において６３団体、約１，１

００名の参加をいただき実施しました。また、明日香村において、林野火災消火訓練を実

施しました。危機管理対策推進事業では、災害・危機事象に備えるため、職員２名体制に

よる宿日直２４時間体制を実施しています。１８ページ、奈良県広域防災拠点整備基本構

想策定事業では、県内既存の広域防災拠点の調査と評価、他県の広域防災拠点の調査並び

に災害時における自衛隊、警察、消防等の災害救助要員の活動について調査を実施しまし

た。次に、紀伊半島大水害からの復旧・復興です。陸上自衛隊駐屯地誘致推進事業では、

陸上自衛隊駐屯地等の県内誘致の早期実現に向けて、防衛省等に対する配置要望や情報収

集を行うとともに、候補地検討のための適地エリアマップの作成を行いました。また、県

民の誘致機運醸成のため、駐屯地見学行事や防災講演会を開催しました。災害体制の機能

充実事業では、災害発生時に速やかに支援を行うため、県災害対策本部事務局の設備の整

備等を図るとともに、災害発生時に市町村に赴き、県庁との連絡調整の任に当たる県職員

３５名に対する研修等を実施しました。

医療の充実、救急医療体制の充実ですが、奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣ

Ｈ）事業では、平成２３年１月から運用している救急搬送ルールを支援するため、平成２

４年４月に消防機関、平成２５年４月には医療機関に導入して運用を進めています。今後

とも消防機関と医療機関との連携を図り、迅速、的確な医療搬送の実現に努めます。１９

ページ、安全・安心の確保（防災危機管理の強化）、１消防力の強化です。消防力強化支

援事業では、市町村が計画的に行う消防施設や設備の整備を促進するため、記載のとおり

の内容で補助を行いました。広域消防通信システム補助事業では、消防の広域化に伴う消

防防災無線等の整備に対して、市町村等の実負担額の２分の１を補助しました。

続きまして、２安全・安心まちづくりの推進です。安全・安心まちづくり推進事業では、

自主防犯・防災リーダーの養成を行う研修、安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣事

業、４市町の自主防災組織が主体となって行う訓練への支援事業等を実施しました。自主

防災組織の組織率は全国平均を上回る８３．９％に向上しており、今後とも取り組みを進



- 10 -

め、組織化、活性化を図ります。２０ページ、安全・安心の確保（犯罪及び交通事故防止

対策の推進）、１治安対策の強化です。地域防犯力の向上・強化事業については、地域の

防犯力を高めるために平成２５年度から実施しています。地域防犯重点モデル地区事業は、

住民が各団体と連携して地区防犯協議会を立ち上げ、ソフト・ハード両面から地域の防犯

活動に取り組む事業で、５市町６地区で積極的な取り組みがされています。２交通安全の

推進、交通安全対策推進事業では、交通安全県民大会を開催するとともに、地域で交通安

全に取り組んでいる事業所を交通安全サポート事業所として登録する制度を平成２４年度

からスタートしています。現在、県内の１０４の事業所が登録しており、今後とも幅広く

登録を呼びかけます。

以上で危機管理監所管の主要施策の成果の説明を終わります。よろしくご審議のほどお

願いいたします。

○一松地域振興部長 地域振興部に関係する歳出決算について説明申します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」５ページ、第２款総務費です。第４項選挙

費について、不用額は記載のとおりで、衆議院議員選挙立候補者の減による減のほか、諸

経費の節減等を反映したものです。第３款地域振興費です。第１項地域振興調整費ですが、

翌年度繰越額については、記載のとおりで、主な理由としては、地方創生に係る国の補正

予算を活用して、平成２７年２月に補正予算計上した事業費を繰り越したものです。第２

項市町村振興費です。不用額は記載のとおりで、市町村振興資金貸付事業で貸付額が減と

なったほか、諸経費の節減等によるものです。第３項文化・教育費の翌年度繰越額は記載

のとおりで、主な理由として、文化会館施設整備事業において、公告後に応札者がなかっ

たことから平成２７年度に繰り越したものです。８ページ、第１２款教育費、第８項大学

費です。翌年度繰越額は記載のとおりで、県立大学地域開放施設整備事業において、地下

埋設物が見つかったことにより工期の延長が必要となったため、平成２７年度に繰り越し

たものです。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、地域振興部の

主な事項について説明します。

２４ページ、五條・吉野エリア施設共同化推進事業では、エリア内市町の将来にわたる

水道経営シミュレーションを実施して、施設共同化等によるコスト縮減効果などの検討を

実施しました。２５ページ、簡易水道等整備推進事業では、市町村が整備する簡易水道事

業等の公債費に対し補助を行いました。記載のとおり、奈良市外１２市町村に助成してい
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ます。また、平成２３年度台風１２・１５号による簡易水道施設等の災害復旧事業の公債

費に対し、五條市外３市村に対し補助を行っています。

次に、エネルギービジョン推進事業です。地域振興に役立つ小水力発電導入の拡大のた

め、小水力発電の導入可能性調査と設備設置に関する補助を実施しました。また、中小企

業者向け省エネ・節電対策補助金により、県内の中小企業者が実施する省エネ・節電に効

果があると認められる設備改修等に対し補助を行いました。家庭用太陽光発電設備利用高

度化促進事業では、住宅用太陽光発電システムに併せて省エネルギー設備を設置するため

の経費の一部に対し補助を実施しました。２６ページ、奈良の節電スタイル推進事業では、

節電協議会を開催するとともに、民間の省エネ、節電の優秀な取り組みに対し表彰する省

エネ節電所エコチャレンジ表彰を実施しました。ＥＶを活用した飛鳥地域振興支援事業で

は、一般財団法人明日香村地域振興公社が飛鳥地域の観光振興の一環として実施した電気

自動車の超小型モビリティを活用したレンタカー事業の投資に対して補助を行いました。

２７ページ、１奈良モデルの推進です。「奈良モデル」推進補助金では、市町村の新た

な広域連携に取り組む記載の団体に対し助成しました。２行政経営向上への取組支援です。

活力あふれる市町村応援補助金では、市町村等が独自に取り組む地域の特性や多様な資源

を活かした創意工夫あふれる事業を応援するため、奈良市外１４市町村に助成しました。

市町村振興資金貸付事業では、記載の市町村において実施する公共施設の設備に必要な資

金貸付を行いました。市町村行政経営力向上支援事業では、奈良県・市町村長サミットを

開催しました。２８ページ、奈良県市町村財政健全化支援事業です。市町村が有する高金

利地方債繰上償還に要する経費の貸付・補助を行いました。がんばる市町村応援表彰事業

では、優良な行政運営に努力している市町村や市町村職員を顕彰する政策自慢大会、がん

ばる市町村応援表彰式を実施しています。

次に、奈良らしい歴史展示推進事業です。県民や観光客に対して奈良の歴史文化の魅力

や背景をわかりやすく伝えるための歴史展示を実施しています。２９ページ、ムジークフ

ェストなら２０１４開催事業です。世界遺産の社寺を含めて１１３会場、２７１のコンサ

ートを１６日間にわたり開催しました。奈良県大芸術祭の開催では、平成２６年度から規

模を大幅に拡大して開催しており、９月から１１月の間、県内各地において文化芸術イベ

ントを開催しました。史跡等整備活用補助金では、史跡等の積極的な整備・活用を進める

市町村に対して補助金を交付しました。

３０ページ、１私学の振興です。私立学校教育経常費補助金、３１ページ私立幼稚園教
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育経常費補助金では、私立学校教育経常費補助金は高等学校１６校、中学校１１校、小学

校６校に、私立幼稚園教育経常費補助金は４３園の幼稚園にそれぞれ経常的な経費に対す

る助成をしました。３１ページ、私立高等学校授業料軽減補助金では、私立高校生等のい

る世帯に対し、教育費負担軽減のため、授業料軽減を行った学校法人に対し補助を行いま

した。私立高等学校等就学支援事業では、私立高校生等のいる世帯の教育費負担の軽減の

ための支援を行いました。３２ページ、２県立大学の充実、県立大学法人化準備事業では、

県立大学の公立大学法人化に向けて評価委員会の開催や大学のシステム開発等を実施して

います。３３ページ、早稲田大学との提携事業です。早稲田大学の知的資源を活用して

様々な県政の課題に対応し、県政課題の解決のための事業を実施しました。

次に、１文化会館の文化芸術活動、２民族博物館の展示事業、３４ページ、３図書情報

館の情報発信事業、４美術館の展覧会事業、３５ページ、万葉文化館の取組では、多様な

文化芸術活動を展開しました。

１９７ページ、橿原考古学研究所埋蔵文化財収蔵センターの設置です。老朽化した収蔵

場所で分散保管している出土遺物を宇陀市の旧室生高校に集約管理することにし、その作

業等を進めました。

１９８ページ、考古学による魅力再発見事業、特別展の開催では、考古学による魅力を

発信するため、橿原考古学研究所附属博物館で記載の事業を展開しました。

１９９ページ、奈良県立大学シニアカレッジ開催事業では、シニアの学び直しのニーズ

に応えて、奈良県立大学においてシニアのための講座を開講しました。

以上で平成２６年度地域振興部の主要施策の説明を終わります。よろしくご審議のほど

お願い申し上げます。

○辻本南部東部振興監 南部東部振興監所管の主要施策の成果について説明します。

「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」２２ページ、紀伊半島大水害からの復

旧・復興推進事業です。集中復旧・復興期間の最終年度を迎えて、復旧工事の進捗管理に

万全を期し、全ての避難も解消し、おおむね工事も完了しました。また、復旧・復興から

振興へをテーマにシンポジウムを開催しました。２地域の再生・再興です。南部地域観光

復興プロモーション事業では、大手旅行雑誌や宿泊に関する予約サイト、デジタルサイネ

ージなどにより地域情報、観光情報の発信を行いました。南部・東部振興プロジェクト検

討事業では、空き家等を活用した「移住体験住宅」整備モデルプランの策定のほか、空き

家改修体験の企画など、計３件のプロジェクトの検討を行いました。２３ページ、一町一
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村一まちづくり構想推進事業では、地域の特徴を活かした、暮らしやすい賑わいのあるま

ちづくりについて、地域の方々とのワークショップの開催等により、まちづくり取組構想

案を記載の３地域で策定しました。キッチンカープロジェクト推進事業では、県内オーナ

ーシェフと連携し、南部・東部地域の食材のプロモーションを実施しました。２観光・交

流の促進です。南部東部地域活性化イベント開催・支援事業では、五條市でなんゆう祭２

０１４を開催するとともに、地域のイベントを盛り上げる「おもてなし」プログラムにつ

いて支援しました。世界遺産登録１０周年を契機とした誘客促進事業、「弘法大師の道」

魅力発掘事業、「吉野・高野・熊野の国」三県共同事業では、平成２６年世界遺産登録１

０周年を迎えた「紀伊山地の霊場と参詣道」を題材としたプロモーションを、県独自、市

町村と共同、和歌山県・三重県と共同で実施するとともに、「弘法大師の道」を活用した

「Ｋｏｂｏ Ｔｒａｉｌ２０１４」を開催しました。２４ページ、総合案内センター等多

機能トイレ整備事業では、県内の総合案内センターや道の駅５カ所のトイレについて、オ

ストメイト対応多機能トイレの整備を行いました。路線バスを活用したオフシーズン対策

事業です。南部・東部地域へ来訪された宿泊観光客のバス運賃に対して助成しました。１

月から３月の間で、往復延べ約６，０００人の利用がありました。地域内の宿泊者数は平

成２５年度と比べて１４％の増となりました。３移住の推進です。移住者「職」と「住」

の拠点整備支援事業では、南部・東部地域への移住や二地域居住を推進するため、地域の

特色に合わせた移住者の拠点施設の整備や職人募集等について支援しました。移住・交流

促進による地域復興推進事業では、移住サイト「奈良に暮らす」のリニューアルや移住パ

ンフレット「Ｌｏｃａｌ Ｌｉｆｅ ｉｎ Ｎａｒａ Ｏｋｕｙａｍａｔｏ２」を発行す

るとともに、モニターツアー、移住セミナーを実施しました。

２６ページ、うだ・アニマルパークの運営です。運営管理事業では、平成２０年４月の

開園以来、動物とのふれあい体験などさまざまなイベントを実施するとともに、休憩施設

や大型滑り台などの整備を行ってまいりました。それにより着実に来園者が増加し、平成

２６年度には前年比１８％増の２１万４，０００人余の方に来園いただきました。

以上で説明を終わります。よろしくご審議をお願いいたします。

○福井観光局長 観光局に関する歳出決算について、「平成２６年度奈良県歳入歳出決算

報告書」で説明します。

５ページ、第３款地域振興費です。第４項観光費の翌年度繰越額ですが、地方創生に係

る国の補正予算を活用し、平成２７年２月に補正予算計上した事業費を繰り越したもので
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す。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、観光局に係る

主な事業について説明します。

３５ページ、観光の振興、１観光キャンペーン等による魅力の発信です。巡る奈良推進

事業では、社寺等との共同事業で、巡る奈良をキーワードとして、社寺の秘宝秘仏特別開

帳などテーマ性のある事業を展開することにより、周遊滞在型観光を促進しました。３６

ページ、持続的観光力パワーアップ補助金では、滞在周遊型観光の推進に向けて市町村な

どが行う県内を周遊し県内宿泊を促進する取組を支援しました。奈良の旬の観光情報発信

事業、大型ディスプレイによる観光情報発信事業では、デジタルサイネージ等を用いて奈

良の旬の観光情報を発信し、誘客を促進しました。３７ページ、２記紀・万葉プロジェク

トの推進のうち、「なら記紀・万葉」シンボルイベント開催事業では、記紀・万葉に対す

る機運の盛り上がりを継続発展させるため、平成２６年度から始めた古事記朗唱大会に加

えて、新たにこども古事記かるた大会も併せて開催しました。「全国観光ボランティアガ

イド記紀サミット」開催事業では、全国の観光ボランティアガイドが奈良に集結し、地域

の歴史を活用したガイド活動などをテーマに研鑽を図りました。全国高校生歴史フォーラ

ム開催事業では、全国の高校の歴史クラブ等で活躍の高校生を招いて、研究発表を競うフ

ォーラムを開催しました。３８ページ、「大古事記展」開催事業です。記紀・万葉プロジ

ェクトのこれまでの取り組みの古事記の集大成として、古事記の不思議に迫る展覧会、大

古事記展を県立美術館で開催しました。「古代歴史文化賞」連携事業では、島根県など、

記紀ゆかりの県と連携して、古代歴史文化に関する優れた出版物を顕彰する事業を行い、

全国的な機運の盛り上げを図りました。３宿泊産業の育成支援、中南和観光誘客事業では、

旅行会社や鉄道会社と連携して、冬のオフシーズンに首都圏から県中南和地域等への誘客

を促進するために、県内社寺の特別拝観等の観光キャンペーンを実施しました。ユニバー

サルツーリズム推進事業では、ユニバーサルツーリズムを推進するため、バリアフリーマ

ップの改訂を行いました。４外国人観光客の誘致、多言語案内表示推進事業では、外国人

観光客が県内の観光地をスムーズに移動できるよう、必要な案内表示の現状調査を行って

改善計画を作成しました。３９ページ、「外国人観光客交流館」整備事業では、旧地方職

員共済組合の猿沢荘を外国人観光客が交流、宿泊できる施設に整備しました。また、同施

設で、誘客を促進する日本文化体験などを中心とした外国人観光客おもてなしイベントを

開催しました。外国人奈良宿泊促進事業では、海外からの個人旅行者の誘客を促進し、中
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小旅行会社の販路拡大のため、農業体験など、新たな外国人観光客向けの観光素材を開発

しました。外国人観光客誘致戦略新市場開拓キャンペーンでは、海外観光レップ及び着地

旅行商品コーディネーターを配置するとともに、平成２６年１月に友好関係の発展に向け

た覚書を締結したベトナム・フートー省と観光分野での交流を図るため、ベトナム観光プ

ロモーションを実施しました。観光統計グローバルフォーラム等開催事業では、平成２６

年１１月に奈良で開催したＯＥＣＤ観光統計グローバルフォーラム及びＵＮＷＴＯ観光統

計スペシャルワークショップについて、観光庁とともに開催を支援しました。このうちＯ

ＥＣＤ観光統計グローバルフォーラムがヨーロッパ以外の都市で開催されるのは、奈良が

初めてとなりました。

以上で観光局所管の平成２６年度主要施策の説明を終わります。ご審議のほど、よろし

くお願いいたします。

○土井健康福祉部長 続きまして、健康福祉部に係る歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」５ページ、第４款健康福祉費です。第１項

地域福祉費での不用額については、国民健康保険財政調整交付金事業において、交付金額

が当初の見込みを下回ったこと、国民健康保険高額医療費共同事業財政助成事業において、

対象となる高額医療費が当初の見込みを下回ったこと等によるものです。第２項障害福祉

費での繰越額については、授産商品消費拡大事業において、国の平成２６年度補正に伴い、

２月補正予算計上したことによるものです。不用額については、県立障害福祉施設の登美

学園、筒井寮の建替整備事業で整備スケジュールの見直しを行ったこと、介護給付事業に

おいて、障害者介護給付費の給付額が当初見込みを下回ったこと等によるものです。次に、

第３項長寿社会費です。繰越額については、特別養護老人ホームの整備に対して補助を行

う老人福祉施設整備事業において、事業実施主体の遅れにより繰り越したものです。不用

額については、介護サービス施設の整備に対し補助を行う介護基盤緊急整備等特別対策事

業において、対象施設が当初見込みを下回ったこと等によるものです。第５項生活保護費

です。不用額については、生活保護費事業において、生活保護受給者数が当初見込みを下

回ったこと等によるものです。繰越額、不用額については、記載のとおりです。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、所管事項につ

いて説明します。

４２ページ、地域福祉推進費です。１福祉・介護サービスの人材の育成と定着です。福

祉・介護人材確保緊急支援事業では、福祉・介護従事者の定着促進、若い世代の参入促進
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など、総合的な福祉人材確保策を実施しました。２県民誰もが地域で安心して暮らすため

の施策の充実です。新たな地域の絆づくり事業では、平成２５年３月に策定しました奈良

県地域福祉支援計画に基づき、地域福祉を推進する支え合いの体制づくり等を行うため、

奈良市平城西地区においてモデル事業を実施しました。次に、３生活・就労・住宅等の支

援です。生活困窮者自立支援対策事業では、平成２７年４月に施行された生活困窮者自立

支援制度の円滑な実施に向けて、中和福祉事務所管内においてモデル事業を実施するとと

もに、相談体制を構築しました。４３ページ、紀伊半島大水害からの復旧・復興です。被

災者に対するきめ細かな生活支援では、紀伊半島大水害により被災し、仮設住宅に入居さ

れていた６３世帯に対して、生活必需品の貸与を実施しました。

次に、保険事業費です。４４ページ、１国民健康保険対策です。国民健康保険財政調整

交付金では、市町村の国保間の財政力の不均衡を調整するための助成を実施しました。国

民健康保険基盤安定化事業では、低所得者の保険料軽減相当額の補填等を行うなど、国保

の基盤安定化を図るための助成を実施しました。奈良県市町村国民健康保険のあり方検討

事業では、市町村国保の広域化に向けた環境整備を行うための検討を行いました。次に、

２後期高齢者医療対策です。後期高齢者医療給付事業では、後期高齢者の医療給付費の一

部を負担するとともに、後期高齢者医療保険基盤安定化事業では、低所得者の保険料軽減

相当額の補填等を行うなど、制度の基盤安定化を図るための助成を実施しました。４５ペ

ージ、後期高齢者医療広域連合機能強化支援事業では、県と後期高齢者医療広域連合が共

同で健康づくり等保険者機能を発揮するための取組を実施しました。３福祉医療対策です。

心身障害者医療費助成事業、重度心身障害老人等医療費助成事業、子ども医療費助成事業、

ひとり親家庭等医療費助成事業では、事業主体の市町村に対し、それぞれ経費の２分の１

を助成しました。なお、子ども医療費助成事業については、平成２６年４月から、入院に

ついては中学校卒業まで対象範囲を拡大しました。

４６ページ、健康づくり推進費です。なら健康長寿基本計画推進事業では、健康寿命日

本一を目指す取組として、健康づくりの大切さなどを楽しみながら学ぶイベント「おでか

け健康フェスタ」を開催しました。健康寿命を延長する取組推進モデル事業では、がん検

診受診率向上に効果的な取組を、記載のモデル市町と協働して実施しました。「スマホ」

を活用した健康づくり取組検討事業では、山間部の高齢者を対象に、スマートフォンを活

用した健康づくり等に必要な取組方法を検討するため、ニーズ調査等を実施しました。健

康ステーション設置促進事業では、おでかけ健康法を実践する拠点である「奈良県健康ス



- 17 -

テーション」を、記載の２カ所に置いて運営しました。４７ページ、歯科保健推進事業で

は、なら歯と口腔の健康づくり計画に基づき、歯科口腔保健指導等を実施しました。がん

検診推進事業では、１０月１０日の奈良県がんと向き合う日に街頭啓発キャンペーンを実

施するとともに、１１６団体の参画を得て「がん検診を受けよう！」奈良県民会議総会を

開催しました。

次に、障害福祉対策費です。４９ページ、２地域生活基盤の整備です。障害者自立支援

介護給付事業、障害者自立支援訓練等給付事業では、記載の障害福祉サービスについて、

市町村が指定事業所等に給付する費用に対し負担しました。障害者グループホーム等整備

事業、障害者福祉施設整備事業では、それぞれ記載の施設等の整備に要する経費に対し補

助を行いました。５０ページ、発達障害者支援事業では、奈良市内の仔鹿園に設置した発

達障害者支援センターにおいて、発達障害者に対する総合的な支援を行いました。高次脳

機能障害支援事業では、病気や事故等により脳に障害を受けた高次脳機能障害者への支援

を行うため、田原本町の障害者総合支援センター内に設置した高次脳機能障害支援センタ

ーにおいて、相談支援や診断等を実施しました。５１ページ、３障害者の就労と社会参加

促進です。支えあい県民参加推進事業では、障害のある人とない人が共に理解しあい支え

あう地域社会を目指して、県民参加型の運動である、まほろば「あいサポート運動」を推

進しました。なら障害者「はたらく」推進事業では、企業との連携強化等により、就労に

向けた一体的な支援体制を構築するため、「障害者はたらく応援団なら」の運営等を実施

しました。

５３ページ、長寿社会対策費です。６介護保険制度の着実な運営・介護人材の確保です。

介護保険制度推進事業では、介護給付費の県負担、市町村が実施する地域支援事業に対す

る交付金など、記載の事業を実施しました。５４ページ、特別養護老人ホームの整備では、

記載の６施設の整備、介護基盤緊急整備特別対策事業では、小規模多機能型居宅介護事業

所等の整備や既存施設のスプリンクラー等の設置に要する経費に対して補助を行いました。

施設開設準備経費助成特別対策事業では、開設時から質の高いサービスを提供できるよう、

特別養護老人ホーム等の開設準備経費の助成を行いました。５５ページ、７地域包括ケア

システムの構築です。地域包括ケアシステム構築支援事業では、地域包括ケアの構築に向

けて、市町村の取り組みを促すため、保健所と連携して全市町村に対してアウトリーチに

よる助言指導を行いました。また、地域包括ケアの構築に必要な社会資源情報を共有する

ため、ツール作成に取り組む記載の市町に対し補助を行いました。訪問看護利用円滑化支
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援事業では、在宅療養の環境の充実を図るため、訪問看護サービスの安定的な供給体制の

維持・確保を目的として、記載の事業を実施しました。５６ページ、地域で取り組む認知

症介護支援事業では、認知症の方々が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、

電話相談窓口の設置、県民に対する正しい知識の普及啓発を行いました。認知症にかかる

医療体制の充実強化事業では、認知症にかかわる医療従事者への研修等を実施しました。

５７ページ、地域で暮らし続けるための仕組みづくり事業では、紀伊半島大水害で被災さ

れた五條市大塔町及び十津川村における検討会議等に参画して、地域包括ケアシステムの

構築に向けて、市村の取組を支援しました。８高齢者の生きがいづくりの推進です。高齢

者スポーツ文化交流大会開催事業では、高齢者のスポーツ・文化活動の「励み」や「発表

の場」として交流大会を開催しました。１５種目に約２，３００人の参加がありました。

５８ページ、高齢者生きがいワーク支援事業では、高齢者の就労と生きがいづくりを図る

ため、高齢者グループがその知識・経験を活かして地域の課題解決につながるような事業

の起業に対して支援しました。長寿社会推進事業では、情報誌の発行、高齢者美術展の開

催、グループ・人材情報バンク等の事業を実施しました。

以上が平成２６年度健康福祉部所管の主要施策に関する説明です。ご審議のほどよろし

くお願いいたします。

○上山こども・女性局長 こども・女性局に関係する歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」５ページ、第４款健康福祉費のうち、第４

項こども・女性費です。翌年度繰越額、不用額については、記載のとおりです。繰越額に

ついては、民間保育所の創設、増設等に要する経費を市町村に助成する安心子育て支援対

策事業において、事業実施主体の遅れにより、繰り越したものなどです。不用額について

は、地域の実情に応じた少子化対策に取り組む市町村を支援する地域少子化対策強化交付

金事業費補助において、交付金を活用する市町村事業が少なかったこと等によるものです。

１６ページ、奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の歳入歳出決算です。歳入決

算で、第１款繰越金、第２款諸収入に係る収入済額については、予算現額に対してそれぞ

れ４００万円余、９００万円余の増となっています。このうち諸収入の増加についての主

な理由としては、貸付金元利収入が予算額の見込みよりも増加したことによるものです。

１７ページ、歳出決算です。第１款健康福祉費、第１項母子寡婦福祉資金貸付事業費に係

る不用額は記載のとおりです。主な理由としては、貸付金額が見込みより少なかったこと

によるものです。



- 19 -

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、こども・女性

局に係る事項について説明します。

５９ページ、こども・女性支援の充実、１仕事と子育ての両立支援、放課後児童健全育

成事業費補助では、昼間、保護者のいない家庭の児童の健全育成を図るため、放課後児童

クラブを運営する２８市町村に対し運営費を補助するとともに、放課後児童クラブ施設整

備費補助では、６カ所の施設整備に補助を行いました。６０ページ、安心子育て支援対策

事業では、９市町に対し、合計１３カ所の保育所等の緊急整備に要する経費について補助

を行いました。次に、保育士人材バンク設置運営事業については、平成２６年７月に開始

した事業ですが、保育士の仕事の求人、求職マッチングをした結果、７５人の就職が決定

しました。６１ページ、２少子化対策の推進、次世代育成支援対策推進事業では、子ども

が健やかに育つ環境づくりとして、子育て応援活動等を展開しています。また、男女の出

会いの場を提供する「なら結婚応援団」、子育て家庭に対する割引等のサービスを提供す

る「なら子育て応援団」など、多くの企業、団体から結婚、子育てに対し応援をいただい

ています。

６３ページ、５児童虐待対策、児童虐待防止推進事業では、「奈良県児童虐待防止アク

ションプラン」に基づき、子育て支援プログラム普及のための指導者の養成、大型ショッ

ピングセンターでの啓発、市町村が行う子育て家庭訪問事業の訪問員育成研修の開催など、

児童虐待防止に向けた各種施策を実施しました。７母子家庭等に対する助成及び自立支援、

６４ページ、ひとり親家庭等実態調査では、自立支援プランの改定に資するため、ひとり

親家庭の実態調査を行い、生活実態やニーズの把握・分析をしました。ひとり親家庭の子

ども「心と学び」のサポート事業では、ひとり親家庭の子どもに対し、心のケア、学習支

援を実施しました。

次に、１男女がともに参画する社会づくり、女性の社会参加促進事業では、女性の社会

参加に関する意識調査を実施し、結果を分析するとともに、女性の社会参加を促進するセ

ミナーやシンポジウムを実施しました。６５ページ、女性の活躍推進事業では、男性の積

極的な育児参加を促進し、子育てをしやすい地域づくりに向けた意識醸成を図るためのフ

ォーラム等を開催しました。女性に対する暴力防止対策事業では、女性に対する暴力の根

絶を目指したフォーラムを奈良県社会福祉総合センターで開催しました。次に、２女性の

就労支援、ワーク・ライフ・バランス推進事業では、女性が働きやすい職場環境づくりを

推進するため、ワーク・ライフ・バランス推進セミナーを開催しました。子育て女性就職
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支援事業では、平成２６年３月に奈良労働局との雇用対策協定に基づき、奈良労働会館内

の子育て女性就職相談窓口にハローワーク就職相談窓口を併設し、就業相談から職業紹介

までをワンストップで行いました。結果、相談件数が１．７倍に増加しています。キャリ

アアップセミナー事業では、県内事業所で働く女性を対象に、勤労意欲の向上とリーダー

養成を目的に、官民合同のセミナーを実施しました。翻訳者養成事業では、語学力を活か

して翻訳者を目指す女性を対象に翻訳者養成塾を開催しました。女性の起業支援事業では、

起業を目指す女性を支援するため、起業の基本的なノウハウを学ぶセミナーや相談会を開

催しました。６６ページ、女性起業家支援事業では、女性起業家のネットワークづくりを

促進するため、セミナー・交流会を開催し、活躍を支援しました。３女性の相談保護対策

等の充実として、女性相談対策事業、要援護家庭支援の推進では、ＤＶ被害者等の一時保

護及び生活指導を行うとともに、ＤＶを初めとした要援護家庭の支援を行うＤＶ被害者支

援員を設置し、ＤＶ被害者の自立支援を実施しました。

２０７ページ、奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計です。１母子父子福祉資金

の貸付として、母子家庭及び父子家庭の経済的自立や生活意欲の向上を図るため、修学資

金や技能習得資金など、母子父子合計２５９件、１億１，７５６万８，０００円の貸し付

けを実施しました。なお、父子家庭については、平成２６年１０月から貸し付け対象とな

っています。２寡婦福祉資金の貸付として、修学資金１１件、５７０万３，０００円の貸

し付けを実施しました。

以上で平成２６年度こども・女性局所管の主要施策について説明を終わります。よろし

くご審議のほどお願いいたします。

○渡辺医療政策部長 医療政策部に関係する歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」５ページ、一般会計の決算概要について説

明します。

第５款医療政策費です。繰越額、不用額の主なものについて、６ページ、第１項地域医

療費では、翌年度繰越額は記載のとおりですが、奈良県総合医療センターの建替整備事業

について、工法検討などに不測の日時を要したこと、医療施設防災対策推進事業について、

国の平成２６年度補正に伴い２月補正予算計上したことによるものです。不用額は記載の

とおりですが、奈良県医療施設耐震化促進事業において、当初計画から変更が生じたこと、

奈良県総合医療センター建替整備事業において、関係事業との調整により年度計画に見直

しが生じたこと等によるものです。第２項保健予防費では、翌年度繰越額は記載のとおり
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ですが、自殺対策緊急強化事業について、国の平成２６年度補正に伴い２月補正予算計上

したこと等によるものです。不用額は記載のとおりですが、精神障害者医療費助成事業に

おいて、助成対象者が当初の見込みを下回ったこと等によるものです。第３項薬務費では、

不用額は記載のとおりで、ほぼ予算現額どおりの執行となっています。

以上が一般会計の決算概要です。

次に、公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計歳入歳出決算について説明しま

す。

１０ページ、歳入決算です。第２款諸収入において、収入済額が予算現額に対して５，

８００万円余の減となっていますが、貸付金元利収入が予算額の見込みより減少したこと

によるもの、第３款県債において、同じく４，１００万円余の減となっていますが、対象

事業費の減によるものです。

１１ページ、歳出決算です。不用額は記載のとおりですが、県立医科大学の貸付対象事

業費が減となったことによる貸付金の減等によるものです。

以上が公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計歳入歳出決算の概要です。

続きまして、地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計歳入歳出決算につい

て説明します。

３４ページ、歳入決算です。第３款県債において、収入済額が予算現額に対して２１億

６，４００万円余の減となっていますが、対象事業費の減によるものです。

３５ページ、歳出決算です。不用額は記載のとおりですが、病院機構への貸付対象事業

費が減となったことによる貸付金の減によるものです。

以上が地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計歳入歳出決算の概要です。

これで、医療政策部に関する歳入歳出決算についての説明を終わります。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」で、医療政策部に係る事

項について説明します。

７０ページ、１県立病院の運営、病院事業費特別会計への補助金では、県立病院に対し、

救急医療や看護師の養成に要する経費などを助成しました。２奈良県総合医療センターの

移転整備、奈良県総合医療センター建替整備事業では、奈良県総合医療センターの移転整

備を進めるため、一次造成工事などを実施しました。３医科大学の移転整備では、県立医

科大学の将来像についての検討を、４地方独立行政法人奈良県立病院機構の運営支援等で

は、医療の質の向上を図るため、奈良県立病院機構への補助を実施したほか、５地域医療
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の充実では、奈良県総合医療センター移転後のまちづくりに関する検討やマイ健康カード

の導入に向けた検討を実施しました。

７１ページ、６南和地域の医療提供体制の充実、南和地域公立病院新体制整備補助事業

では、南和地域公立３病院の機能再編、役割分担等に取り組む南和広域医療組合に対し、

救急病院の整備等に要する経費を補助しました。７地域医療の充実、地域医療介護総合確

保基金積立金では、地域における医療及び介護の総合的な確保を促進するため、当該基金

を造成・積立てしました。また、同基金を活用して、地域医療・介護連携ＩＣＴ導入検討

事業では、医療機関や介護サービス事業所の情報共有を効率化するためのＩＣＴシステム

の構築について検討するとともに、地域医療ビジョン策定事業では、医療介護データを用

いた医療需要の現状把握や将来予測についての手法を検討しました。

７２ページ、９救急医療体制の充実、奈良県救急安心センター運営事業では、救急医療

電話相談窓口、♯７１１９の運営を行ったほか、救急医療連携体制構築事業では、救急の

重要疾患である脳卒中や急性心筋梗塞等について、地域連携パスを用いた役割分担や連

携・ネットワーク化の推進を図りました。さらに、ドクターヘリ共同利用事業では、大阪

府、和歌山県のドクターヘリを共同利用しました。搬送実績は記載のとおりです。ドクタ

ーヘリ導入検討事業では、先行事例調査など、県独自のドクターヘリ導入に向けて調査・

検討を行いました。７３ページ、１０周産期医療体制の充実、周産期母子医療センター運

営事業では、安心して出産できる体制を確立するため、総合周産期母子医療センターへの

助成など、体制の充実を図るとともに、以下順次記載のとおり、ハイリスク妊婦の搬送先

調整を行う搬送コーディネーターの設置、産科医、新生児科医の処遇改善、産婦人科一次

救急の体制整備などを行いました。７４ページ、１１災害医療体制の充実では、災害拠点

病院などの耐震化促進、医療施設の防火対策の促進を実施するとともに、災害急性期医療

体制構築事業では、近畿府県のＤＭＡＴブロック訓練を行いました。

１２へき地医療体制の充実では、へき地診療所の医師確保を図るため、記載の取り組み

を実施しました。

７５ページ、１３医師の確保では、県費奨学生配置センターの運営や県立医科大学にお

ける地域医療学講座の運営、医師配置評価委員会の運営などを行いました。また、特定診

療科やへき地の医師確保を図るため、緊急医師確保修学資金、医師確保修学研修資金の貸

し付けを行いました。７７ページ、１４看護師等の確保対策では、新人看護職員卒後研修

事業、中堅看護職員スキルアップ研修事業、看護職員メンタル相談事業のほか、７８ペー
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ジ、看護師等修学資金貸付、医療勤務環境改善支援センター事業など各種事業を行い、看

護師等の県内就職の促進や資質向上、復職支援及び勤務環境の改善に努めています。

１５感染症予防対策事業等の充実では、７９ページにかけて記載していますが、結核や

Ｂ型、Ｃ型肝炎に対する医療費の公費負担を行ったほか、石綿ばく露の可能性のある県民

を対象に石綿ばく露健康リスク調査の実施、感染症予防対策事業では、感染症患者に適切

な医療を確保するための感染症指定医療機関に対する補助などを行いました。８０ページ、

１６難病対策の充実、特定疾患治療等研究事業では、平成２７年１月に対象疾患が５６か

ら１１０疾病に拡大となった指定難病及び特定疾患等に係る医療費の助成を行ったほか、

難病相談支援センターの運営など、難病対策の充実を図りました。１７がん対策の推進、

ならのがん登録推進事業では、がんの予防や医療の推進に役立てるため地域がん登録を実

施したほか、がん診療連携推進事業では、県立医科大学附属病院を初めとするがん診療連

携拠点病院に対する補助を行うなど、８１ページにかけて記載の事業に取り組みました。

８２ページ、精神科救急医療システム整備事業では、精神障害者の緊急的な医療相談に

２４時間対応する精神科救急医療情報センターの運営を実施するとともに、精神障害者医

療費助成事業では、精神障害者に係る医療費の公費負担とともに、精神障害者保健福祉手

帳１・２級所持者の医療費助成を拡充するなど、精神障害者に対する医療、福祉の充実を

図りました。

８３ページ、１母子保健の充実では、不妊治療を受けられる方に対する医療費の助成や

「妊娠なんでも１１０番」の運営等を行いました。

８４ページ、２血液確保対策では、献血推進対策事業を行ったほか、８５ページ、２医

薬品産業活性化では、薬草栽培希望者へ専門家の巡回指導、県産生薬を使用した製品開発

について企業との共同研究、「漢方薬シンポジウム２０１４」開催のほか、関係研究機関

と連携強化や県産生薬の付加価値向上と製品化の推進に係る取り組みを主な内容とする漢

方推進プロジェクト事業を初め、記載の事業を実施しました。１適正な医薬品販売制度の

実施では、登録販売者試験を実施したほか、２薬局の活用を図るための事業を実施しまし

た。８６ページ、４薬物乱用防止対策、医薬品災害対策、受託・共同研究の推進を図るた

めの事業を実施しました。

以上で平成２６年度医療政策部の主要施策のうち、一般会計に係る施策の成果の説明を

終わります。

引き続き、特別会計に係る施策の成果について説明します。
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２０５ページ、公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計に関するものです。１

公立大学法人奈良県立医科大学の運営支援では、同法人における医師・看護師の養成等業

務運営に必要な経費の一部として運営費交付金を交付するとともに、臨床研修医の確保な

どの政策医療面の充実を支援しました。その他、２０６ページに記載のとおり、同法人に

対する施設等整備支援などを行いました。

２１７ページ、地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計に関するものです。

１地方独立行政法人奈良県立病院機構の運営支援では、政策医療の実施等業務運営に必要

な経費の一部として運営費交付金を交付したほか、同法人に対する施設等整備支援などを

行いました。

以上で平成２６年度医療政策部の主要施策のうち、特別会計に係る施策の成果の説明を

終わります。

これで、平成２６年度の医療政策部の主要施策についての説明を終わります。

最後になりますが、病院事業特別会計の歳入歳出決算について説明します。資料「平成

２７年１０月決算審査特別委員会資料 奈良県病院事業」１ページ、平成２６年度奈良県

病院事業については、平成２６年４月１日に奈良病院及び三室病院を地方独立行政法人化

したことで、五條病院のみとなっています。病院経営に係る収支である収益的収入、収益

的支出ですが、収入の部の決算額は４９億６，５５２万１，０００円です。支出の部の決

算額は４７億１，５４６万円です。収支決算額は、県からの補助金を計上した上で約２億

５，０００万円の黒字となっています。これは、医師が３名増加となって、救急患者の受

け入れが強化され、入院患者数と手術件数が増加したことなどにより、支出の増加以上に

収入が増加したことによるものです。２ページ、病院の機器及び施設整備等に係る収支で

ある資本的収入、資本的支出ですが、収入支出ともに決算額は３億７，２６９万円です。

主なものとしては、泌尿器科で尿路結石の破砕、前立腺肥大症の切除に使用するホルミウ

ムヤグレーザー等の医療機器の新規導入及び更新を行い、診療機能の充実及び患者サービ

スの向上に努めました。３ページ、五條病院の病床利用率ですが、８４．６％となってい

ます。次に、患者１人１日当たりの入院収益は３万８，０７７円、対前年度で増加してい

ます。最後に、給与費率ですが、対前年度で約４．３ポイント減少しています。これは、

医師３名増等により給与費額が増となっていますが、それ以上に医業収益が増加したこと

によるものです。平成２８年度には南和広域医療組合への移管を控えていますが、引き続

き県民の皆様によりよい医療を提供できるよう、またスムーズに移管ができるよう病院事
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業の運営に取り組んでいきたいと考えています。

以上で平成２６年度奈良県病院事業費特別会計の決算概要の説明を終わります。

医療政策部の説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

○中くらし創造部長兼景観・環境局長 それでは、当部局に関係する歳出決算について説

明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」６ページ、第６款くらし創造費です。予算

現額、支出済額は記載のとおりです。翌年度繰越額については記載のとおりですが、第３

項スポーツ振興費の主な理由として、明日香庭球場施設整備事業について、クラブハウス

新築に係る平成２６年度中の入札が不調となり、再度の入札手続に日時を要したため、ま

た、コートの人工芝化整備等について、工法の検討等に不測の日数を要したため、繰り越

したものです。なお、事業はいずれも完了しています。その他の理由として、第３項スポ

ーツ振興費、第７項景観・自然環境費とも国の地方創生先行型交付金を活用し、平成２７

年２月に補正予算計上した事業費の全額を繰り越したものです。不用額については記載の

とおりですが、主な理由として、第７項景観・自然環境費で、歴史的風土保存買入事業に

係る国庫認証減によるものです。その他の要因としては、各項共通で人件費の減によるも

のです。

以上が歳出決算の説明です。

引き続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、くらし創

造部景観・環境局に係る事項について、主なものを説明します。

８８ページ、紀伊半島大水害からの復旧・復興です。奈良県地域貢献活動助成事業では、

平成２４年度から設けている復旧・復興支援枠により、紀伊半島大水害の被災地復興のた

めに活動するＮＰＯ等の支援を実施しました。８９ページ、２地域課題の解決に取り組む

団体の支援です。奈良県協働推進基金運営事業では、県民や企業等からの寄附金を奈良県

協働推進基金に積立て、寄附者が賛同するＮＰＯ等の団体の活動や寄附者が設定したテー

マに沿ってＮＰＯ等の団体が実施する事業に対し補助を行っています。

９０ページ、１地域の教育力の充実です。子どもと大人でつくる地域のつながり事業で

は、地域で子どもを育てる力を高めるため、地域の子どもと大人が集い、ともに学び、と

もにスポーツをするといった子どもと大人の交流を図る地域活動に取り組む自治会やＮＰ

Ｏ等の支援を実施しました。２青少年健全育成の推進です。青少年社会的自立支援事業で

は、引きこもり状態から脱しつつある子ども、若者が気軽に立ち寄ることができ、就労体
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験などを通じて自立することを支援する「居場所」の提供を実施しました。また、子ども

の引きこもりの長期化を防ぐため、臨床心理士による訪問支援を実施しました。

９１ページ、３野外活動センター事業の充実です。野外活動センター自然・食文化体験

事業では、野外活動の魅力をＰＲするため、新たに地域団体等との連携のもと、自然・食

文化体験の参加型イベント、都祁吐山フェスタ２０１４を開催しました。多くの方に参加

いただき、好評であったことから、平成２７年度も引き続き１１月７日に野外ステージの

音楽イベントなど、さらに充実した内容で開催することとしています。野外活動センター

施設整備事業では、子どもから大人まで幅広い年代の方々が自然の中で自炊や宿泊等の体

験ができる施設として順次整備を進めており、平成２６年度は多目的ホール・大型ロッジ

の大規模改修に向けた工事設計、旧本館・宿泊棟撤去工事などを実施しました。

次に、１だれもがいつでも楽しめるスポーツの推進です。総合型地域スポーツクラブと

学校との連携事業では、総合型地域スポーツクラブの認知度向上や学校部活動の充実に向

け、県内４つのモデル地域において総合型地域スポーツクラブと学校が連携し、地域での

交流イベントの開催や総合型地域スポーツクラブの指導者を学校部活動へ派遣するなど新

たな取り組みを実施しました。９２ページ、２地域で楽しむスポーツの推進です。奈良マ

ラソン開催支援事業では、平成２６年１２月１３日・１４日の両日にかけ、４，０００人

を超えるボランティアの協力のもと、第５回記念大会として、新たに県民特別枠２，００

０人を追加し、総計１万７，０００人を超える多くのランナーの参加を得て開催された奈

良マラソン２０１４を支援しました。なお、開催日の１２月１４日は衆議院解散による総

選挙の投開票日と重なり、コース沿道、周辺住民や参加選手に、ご迷惑とご不便をおかけ

しましたが、事前周知や当日誘導の徹底など最大限努めた結果、混乱等は特に生じなかっ

たと認識しています。平成２７年は第６回大会として、１２月１２日・１３日に開催する

予定です。昨年好評でした２，０００人の県民特別枠を引き続き実施するなど、今後も奈

良マラソンのさらなる魅力の向上を図りたいと考えています。サイクルスポーツイベント

支援事業では、サイクルスポーツの振興を図るため、新たな取り組みであるツール・ド・

紀伊では、和歌山県、三重県と共同し、３県にまたがる霊場や観光スポット等を巡るモバ

イルスタンプラリーを開催するとともに、記載のイベントの開催に対し支援を行いました。

９３ページ、３あこがれ・感動を生むスポーツの推進、トップアスリート活用事業では、

スポーツへの関心を高め、スポーツを始めるきっかけづくりとして、子どもを対象とした

野球やサッカー、水泳のスポーツ教室や交流イベントを開催しました。まほろば健康パー
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ク、スイムピア奈良では、ロンドンオリンピック水泳の銅メダリストの寺川綾選手や上田

春佳選手などに参加いただき、子どもたちとの交流や指導をしていただきました。９４ペ

ージ、スポーツによる地域振興事業では、大相撲を活用し、奈良県のＰＲをするため、平

成２７年１月場所において、大相撲幕内最高優勝力士へ奈良県知事賞を贈呈しました。

「相撲発祥の地奈良県」を全国に向けてアピールするとともに、副賞として、「ちゃんこ

大和づくし」３００人前を贈呈し、県特産物のＰＲも行いました。

次に、人権施策の推進では、「なら・ヒューマンフェスティバル」を実施するとともに、

９５ページ、スポーツ組織と連携した人権啓発事業を新たに実施し、若い年齢層への人権

啓発を行うなど、人権施策の推進に努めました。

９６ページ、１食品の安全・安心確保対策、食の安全みはり番事業、９７ページ、食品

の検査による安全確認事業では、食品関係営業施設の立入指導や食品の抜き取り検査など

を実施し、食品の安全・安心の確保に努めました。次に、２消費者の啓発等、消費者行政

強化・活性化事業では、県及び市町村の消費生活相談窓口の機能を充実・強化するため、

相談員のレベルアップのための研修等を実施するとともに、消費者に対する啓発に努めま

した。

９８ページ、２環境保全対策の推進、大気汚染防止対策事業では、大気汚染防止法等に

基づき、常時監視局での測定やばい煙発生施設・フロン回収事業所等への立入指導を実施

しました。９９ページ、大和川水質改善事業では、市町村ごとの水質汚濁状況や汚濁原因

などをきめ細かく把握し、ホームページで公開することにより、水質汚濁状況の見える化

を図り、大和川の水質改善に向けた啓発の充実に努めました。１００ページ、景観・環境

総合センター事業では、平日だけでなく、土曜日、日曜日、祝日、夜間においても監視パ

トロールを実施し、産業廃棄物処理等の不適正事案の未然防止、早期発見等に努めました。

３産業廃棄物税の活用では、産業廃棄物税を活用し、産業廃棄物の排出抑制や減量化、

不法投棄等の監視体制の強化、循環型社会の推進を図るため、１０１ページまでに記載の

事業に取り組みました。次に、１０１ページ、４廃棄物の減量化、資源化及び適正処理の

推進、産業廃棄物処理適正化事業では、産業廃棄物排出事業者や処理事業者への立入指導

を行いました。

１０２ページ、１景観計画、景観条例、既存規制誘導制度の活用では、良好な景観のさ

らなる向上、好ましくない景観の改善を目指して、記載の事業などを実施しています。景

観サポーター育成事業では、県民との協働による景観づくりを推進するため、景観づくり
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に取り組む景観サポーターを募集し、新たに２６名の登録を行い、既登録者も対象に講習

を行いました。屋外広告物適正化推進事業では、景観に配慮し、統一感のある広告、景観

の創出に向けて、既存広告物の回収や撤去への支援を行いました。奈良の彩りづくり植栽

計画推進事業では、「奈良県植栽計画」、奈良四季彩りの庭づくりを推進するため、植栽を

通じて魅力ある美しい景観づくりに努めています。植栽整備推進補助金では、植栽景観の

向上に取り組む市町村へ支援を行いました。植栽等による大和三山魅力向上事業「万葉の

森」では、大和三山の一つである香具山に隣接する「万葉の森」に四阿（あずまや）の設

置及び植栽整備を行い、景観向上に努めました。

１０３ページ、２歴史的風土保存地の買入・整備、歴史的風土保存買入事業では、古都

保存法に基づき、奈良市、天理市、明日香村にある歴史的風土特別保存地区内の土地４１

件、約８万５，０００平方メートルの買入れを行いました。１０４ページ、３希少野生動

植物保護の推進、特定希少野生動植物保護管理事業では、希少野生動植物の保護管理事業

計画策定のための調査、事業計画に基づく生息環境の改善などに努めました。４生物多様

性保全の推進、生物多様性なら戦略推進事業では、さまざまな主体が連携、協働して、生

物多様性の保全普及活動に取り組むなら生物多様性保全ネットワークのつどいなどを開催

しました。また、奈良県レッドデータブック改訂及び外来種リスト作成事業では、平成２

８年度に予定している奈良県レッドデータブックの改訂版発行に向け、改訂委員会の開催

や現況調査などを実施しました。最後に、５自然環境の保全と整備、国定公園等施設整備

事業では、利用者の快適性、利便性を向上させるため、自然歩道や利用施設の整備を行い

ました。

以上で平成２６年度くらし創造部景観・環境局の主要施策についての説明を終わります。

よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

○和田委員長 説明の途中ですが、一旦休憩し、午後１時から再開します。

１２：０３分 休憩

１３：０２分 再開

○和田委員長 午前中に引き続き、会議を再開します。

それでは、産業・雇用振興部長から順に説明願います。

○森田産業・雇用振興部長 それでは、産業・雇用振興部に関係する歳出決算について説

明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」６ページ、第７款雇用政策費です。第１項
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労政費ですが、不用額の主なものですが、緊急雇用創出対策事業で、市町村補助事業の残、

育児休業取得促進事業で、事業費の減などによるものです。第２項職業訓練費で翌年度繰

越額があります。高等技術専門校の耐震化工事、大規模改修の工法検討等に不測の日時を

要したこと、Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職促進事業などで、地方創生に係る国の補正予算、平成

２７年２月に対応したことによるものです。職業訓練費の不用額の主なものですが、離職

者等職業訓練委託事業で、訓練生の減少などによるものです。第９款産業振興費です。第

１項地域産業費で翌年度繰越額があります。奈良県産エコスタイル創出事業など、国の補

正予算、平成２７年２月に対応したものです。地域産業費の不用額ですが、商工会等の補

助金で、補助対象となる職員数の減少などによるものです。第２項産業政策費の翌年度繰

越額ですが、奈良の宿泊力強化事業、中南和振興のための産業集積地形成事業、それぞれ

県営プール跡地、御所インターチェンジ付近の事業ですが、工法検討や地元調整など不測

の日数を要したことによるもののほか、クラウドファンディングの活用事業、プレミアム

商品券に関連する国の補正予算に対応しての繰越額です。第２項産業政策費の不用額です

が、奈良の宿泊力強化事業の事業費減などによるものです。第３項金融対策費の主な不用

額、１億４，０００万円ほどありますが、制度融資の利子補給金の減などによるものです。

次に、１２ページ、奈良県営競輪事業費特別会計です。歳入歳出決算ですが、歳入決算、

第１款事業収入です。１０８億円余の収入済額となっており、予算現額に対して５，２０

０万円余の増となっていますが、車券発売金の増などによるものです。第２款財産収入で

は、収入済額は予算現額に対して１億６，０００万円余の増となっています。受託場外車

券売り上げの増加によるものです。他府県の競輪場の車券を販売したことによる売り上げ

増です。第３款繰入金ですが、収入済額は予算現額に対して７，９００万円余の減となっ

ています。収入はゼロですが、県営競輪施設整備基金から取り崩しを平成２６年度は行わ

なかったためです。第４款諸収入です。収入済額は予算現額に対して７，４００万円余の

減となっています。車券払い戻し時効金などによるものです。

１３ページ、歳出決算ですが、記載のとおり１１１億余の決算になっており、歳入との

差し引きで１億７００万余の黒字決算となっています。平成２５年度、平成２６年度と２

年連続、競輪の決算で黒字を確保しました。

次に、２０ページ、奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計の歳入歳出決算です。第１

款繰越金ですが、収入済額は予算現額に対して１２億１，６００万円の増となっています。

前年度剰余金の増などによるものです。第２款諸収入ですが、第２項貸付金元利収入にお
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ける不納欠損額は記載のとおりで、債務者の倒産、連帯保証人の死亡などにより回収不能

となったことに伴い、債権放棄を行ったことによるものです。収入未済額は経営不振や倒

産などによる延滞によるものです。この数年、額は減少していますが、記載のとおりとな

っています。

２１ページ、歳出決算ですが、第１項中小企業振興資金貸付事業費の不用額の主な理由

ですが、貸付金の借入申込者の減などによるものです。繰越が多かったこともあり、差し

引き１６億円余の黒字となっています。

引き続き、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、産業・雇用振興

部の主な事業を中心に説明します。

雇用政策費です。１０６ページ、１緊急雇用創出特別対策事業では、地域の実情に応じ

た多様な人づくりによる雇用拡大等を図るため、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、

県事業として４５件、市町村事業として３３件を実施し、合計１６１名の新規雇用を創出

しました。

２働きやすい職場づくりの推進、育児休業取得促進事業では、少子化対策の推進、ワー

ク・ライフ・バランスの実現を目的とし、国雇用保険から支給される育児休業給付金に上

乗せして賃金等を支給する事業者に補助する制度を、奈良県として全国に先駆けて平成２

６年度に創設しました。平成２６年度は、合計２６社に補助金を支給しました。

１０７ページ、６若年者に対する就職支援では、本県の若年者の離職率が非常に高いこ

とを受けて、定着促進のため、若者キャリア形成促進事業では、県内中小企業７社に参加

いただき、若年従業員を対象に専門家派遣型研修を実施しました。職場定着率の向上、キ

ャリア形成の促進を図りました。集合研修は難しいので、現場への派遣型タイプの試みで

す。若年離職者再チャレンジ促進事業では、就職後３年以内の離職者を対象に、離職者自

らが自分の能力や適性を再度見詰め直し、新たに就業に繋げていくことを応援する取り組

みを行いました。

１０８ページ、職業訓練です。高等技術専門校における訓練を初めとして、障害者の就

職促進、技能労働者の育成、離職者の再就職支援などの職業訓練について、記載のとおり

実施しました。１０９ページ、高等技術専門校就業支援事業では、訓練するだけではなく、

訓練生や卒業生をきちんと就業に導くための取り組みとして、平成２１年度から就職支援

員を別途配置して、職場実習、就職・起業支援セミナーの実施、熟練職人を目指す訓練へ

の手当支給の取り組みを行っています。
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１０若年者に対する就職支援、若年者雇用対策推進事業では、若年者の早期就職のため

の窓口「ならジョブカフェ」をワンストップサービスセンターとして設けており、５，８

０５名の利用がありました。これは奈良市の労働会館に入っている窓口です。また、高校

生を対象に就職フォーラム「ジョブサマースクール」に３３３名の生徒に参加いただきま

した。県内中小企業魅力向上支援事業では、県内企業と若者の接点をさらに増やすため、

県内企業の採用担当者に対する、採用力の向上ということで、人材確保セミナーを開催し

ました。一方で、紹介冊子の作成など県内優良企業の情報発信を行いました。１１０ペー

ジ、１１雇用のミスマッチの解消、社会復帰促進就労支援事業では、社会復帰を目指す矯

正施設出所者等の雇用促進を図るため、県が率先して、保護観察対象者２名を県臨時職員

として雇用し、民間企業への就職につなげる取り組みを行いました。１３高齢者就業の促

進、高齢者地域就業支援事業では、事業所とのマッチングを支援し、１８名の高齢者が地

域の事業所に就職しました。

１１１ページ、１４職業相談情報提供等就職に関する総合センターの運営ですが、奈良

市と大和高田市、奈良市は労働会館、大和高田市は産業会館にありますが、しごとｉセン

ターに無料職業紹介所を設置しており、就業などに関する相談支援などを実施しました。

若年者雇用対策強化事業では、若者と県内企業のマッチングを図るための就職応援フェア、

いわゆるお見合い会ですが、面談会を一般社団法人奈良経済産業協会とともに実施し、１，

４９６名の参加をいただきました。また、県外大学と連携したミニ企業説明会「奈良で働

くフェア」を、県外大学を会場に行っていますが、合計８８名に参加いただきました。

続きまして、産業振興費です。１３８ページ、１商工業の振興対策です。商工会等補助

事業では、商工会等が行う経営改善普及事業、商品開発から販路開拓までの一体的支援事

業等、平成２６年度は橿原市と商工会連合会とで大規模な商談会を初めて開催しましたが、

そういう先進的な取り組みへの支援事業のほか、中小企業団体中央会が行う中小企業の組

織化、育成指導事業などに対して補助を行いました。１３９ページ、３地場産業の振興対

策、小規模零細地場産業振興補助事業では、県内各地域における地場産業の振興を図るた

め、新しいデザイン開発、大阪などの大都市での販路拡大などの事業に対し補助を行いま

した。紀伊半島大水害からの復旧・復興として、被災地域の物産販売促進支援事業では、

被災地域の１０市町村が行う東京、名古屋での物産展開催の出展経費に対し補助を行い、

被災地域の産業振興を支援しました。

１４０ページ、産業興しの取組です。１産業政策の推進、奈良県産業政策推進事業では、
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産業興しとしてリーディング３分野、チャレンジ６分野について、県庁内のプロジェクト

チームを設置した上で、各分野の現況把握、課題分析を行うとともに、先行事業として、

農産物のブランド認証、儲かる林業の施策提案の調査など、先行して早急な対応が必要な

分については、別途事業実践を進めました。それと連動した取組として、経済産業雇用調

査研究事業では、産官学・金融・労働・マスコミの各分野における有識者で構成する奈良

県経済産業雇用振興会議を２回開催し、本県の経済・産業・雇用に関する実態把握と情報

交換を図るとともに、本県における産業・雇用振興施策の検討を行いました。２新しい産

業の創出、「Ｌｉｖｉｎｇ Ｓｃｉｅｎｃｅ」新産業創出事業では、聞きなれない言葉で

すが、少子高齢化社会におけるくらしの中の課題を解決する新しい産業という意味で、Ｉ

Ｔを活用するなどで新しい産業の創出に向けた研究開発を推進するため、介護・予防分野

の研究開発などに対し補助しました。漢方のメッカ推進プロジェクト事業では、漢方の６

次産業化に向け部局横断体制を組み、有識者を加えたプロジェクトチームによる検討会の

開催、ＩＣＴを活用した薬草の栽培技術の確立、これは対象作物はトウキです、あるいは

食品加工へ向けた加工技術の研究などを行いました。１４１ページ、３企業の付加価値獲

得の支援では、公益財団法人奈良県地域産業振興センターが実施する経営相談や専門家派

遣、相談で４５０社、７７４件ありましたが、そういった相談や専門家派遣あるいはＰＲ

冊子「なら産業ジャーナル」、そのほか記載の自主事業に対する補助を行い、また、企業

間連携、所謂ビジネスマッチング、取引仲介の部分ですが、そういった事業、新事業の創

出促進活動を支援しました。４起業の促進、起業創業政策調査事業では、県内で起業や創

業し易い環境を構築するための効果的な支援策について、調査・検討を行いました。県、

商工会、金融機関などの創業支援機関で組織する創業支援ネットワークの運用を始め、１

０５件の創業に繋げました。５運輸業振興対策では、営業用バス、営業用トラックの輸送

力の確保、輸送コストの上昇抑制、環境対策のために、公益社団法人奈良県バス協会並び

に公益社団法人奈良県トラック協会に対し補助を行いました。

１４２ページ、企業立地の取組です。企業立地の促進では、民間の不動産開発会社出身

の企業立地コンシェルジュに企業立地推進課に来ていただき、幅広く機動的な企業誘致活

動を進めて、首都圏等でＰＲ活動、東京、大阪で知事によるトップセミナーを開催、また

ワンストップ相談窓口で積極的な立地支援を行った結果、平成２６年度も３０件余の立地

を実現しています。立地支援に伴い記載の補助金も交付しています。併せて、中南和地域

での雇用機会を創出するため、京奈和自動車道の御所インターチェンジ周辺を産業集積地
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とする事業用地の造成に向け、実施設計、補償調査などを進めました。宿迫力の向上では、

県営プール跡地活用プロジェクトのホテル事業者を公募選定しました。森トラスト株式会

社です。そのほかにも宿泊室が少ない本県の課題に対処するため、施設の増改築等に係る

制度融資借受者に対する利子補給補助などを行い、多様な宿泊施設の創業・開業、魅力向

上などを図りました。

１４３ページ、１企業の付加価値獲得の支援では、国内外への販路拡大のため、ニュー

ヨークや東京で開かれる著名な見本市へ県内企業が出展するのを支援し、海外や首都圏の

バイヤーとの商談機会を提供しました。また、奈良県内の百貨店等のバイヤーに自社製品

を売り込む逆商談会を開催しました。そのほか耕作放棄地の柿葉を有効活用した製品の製

造販売を初めとし、新製品、自社ブランドの開発を実施する事業者への補助で、企業の付

加価値獲得の支援を行いました。付加価値は稼ぐ力の基本ということで、応援しています。

１４４ページ、２起業の促進です。奈良起業家創出促進事業では、起業家の掘り起こしを

行うためのビジネスプランコンテストを開催し、平成２６年度は６２４件の応募がありま

した。創業・ベンチャーなら育成支援事業では、県内での創業希望者を集めた創業サロン

の運営を行い、延べ１２４名に参加いただくなど、県内の創業・起業を支援しました。後

継者育成支援事業では、協定を締結している県、三井住友海上火災保険株式会社、公益財

団法人奈良県地域産業振興センターの３者で、喫緊の課題である後継者育成のための育成

塾を開催しました。１４５ページ、４技術開発の推進では、産業振興総合センター内の技

術開発担当部において、記載のとおり、受託研究事業や企業から研究員を受け入れるもの

づくりオープンラボ事業で、技術開発面で県内企業の支援を行いました。１消費の喚起で

は、奈良県プレミアム商品券ですが、平成２６年４月に消費税率が引き上げられ、消費の

冷え込みを緩和する狙いで、平成２６年度はプレミアム率１５％の商品券を３０万冊発行

しました。そのほか、記載の団体によるプレミアム商品券の新規発行に対し補助を行いま

した。２消費地としての魅力向上、１４６のページにかけて記載していますが、商業活性

化協働推進事業では、商店、商店街に焦点を当てた取り組みとして、官民が協働して新た

な地域商業活性化モデルを創出する活動を行ったほか、デザインを主眼にブランド開発を

行い、開発した商品を東京で展示会を行うＴＥＩＢＡＮ展で独自性や特色ある、魅力ある

店づくりの取り組みを進めたほか、奈良の新たな贈り物の開発も進めて、消費地として奈

良の魅力を向上させる取り組みを行いました。

次に、制度融資の内容を記載しています。１制度融資利子補給では、１４７ページ、新
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たに創業支援資金（認定枠）、チャレンジ応援資金（認定枠）で、無利子、無保証料で創

業期あるいは新分野進出をする、特に意欲的な事業者を発掘して支援する取組を行いまし

た。認定枠で４２件、５億円余の貸し付けを行い、創業者の育成、経営の多角化、飲食・

宿泊施設の創業の推進を図りました。制度融資全体の貸付実額は約８４億円余で、詳細に

ついては１４６ページ、１４７ページ、１４８ページに記載のとおりです。１４８ページ、

２保証料補給金では、中小企業者の負担軽減のため、利子補給とともに、奈良県信用保証

協会に対して支払うべき保証料の一部について、記載のとおり補助しました。続きまして、

１４９ページ、３信用保証の拡充では、新規開業や再生支援などリスクの高い制度融資に

ついては、保証がつけにくいこともありますので、県が損失補償契約をすることにより、

信用保証をつけやすくしています。このうち代位弁済に至った案件について、信用保証協

会に損失補償を行ったのは記載のとおりです。紀伊半島大水害からの復旧・復興として、

台風１２号災害復旧対策資金では、制度融資利子補助及び保証料補給補助を記載のとおり

実施しました。

続きまして、奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計について説明します。

２０９ページ、小規模企業者等の設備投資支援では、公益財団法人奈良県地域産業振興

センターが行う設備資金貸付事業、設備貸与事業に関して、記載のとおり必要な資金の貸

し付けを実施しました。

以上で平成２６年度産業・雇用振興部の主要施策についての説明を終了します。よろし

くご審議のほどお願い申し上げます。

○福谷農林部長 それでは、農林部に関係する歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」６ページ、一般会計について説明します。

第８款農林水産業費です。第１項農業費、翌年度繰越額は記載のとおりです。なら食と農

の魅力創造国際大学校６次産業化研修拠点の整備において、実践研修機能の向上を図るた

めの建設設計仕様の変更等による工事の延伸、国の補正予算に対応したことによるもので

す。不用額の主なものは、経営体育成支援事業等における国庫認証減、農業委員会等連絡

調整事業における補助申請額の減などによるものです。第２項畜産業費です。不用額の主

なものは、職員の新陳代謝に伴う人件費の減などによるものです。第３項農地費です。翌

年度繰越額は、奈良東部広域農道整備事業、県営農地環境整備事業などにおいて、工事の

濁水処理、地元調整に不測の日数を要したことなどによるもののほか、国の補正予算に対

応したことによるものです。不用額の主なものについては、県営ほ場整備事業において、
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一部換地処分が遅延したことによる換地精算金の減、農村資源エネルギー支援事業の国庫

認証減などによるものです。第４項林業費です。翌年度繰越額は、治山事業において、工

事の施工に伴う地元調整に不測の日数を要したことなどによるもののほか、国の補正予算

に対応したことによるものです。不用額の主なものは、森林整備地域活動支援事業等にお

ける事業実施主体の事業費の減、林道整備事業における国庫認証減のほか、林業金融対策

における貸付金の要望減などによるものです。８ページ、第１３款災害復旧費、第１項農

林水産施設災害復旧費です。翌年度繰越額は、林道災害復旧事業において、工事の施工に

伴う地元調整に不測の日数を要したことなどによる事業主体の工事の遅れです。不用額の

主なものは、国庫の認証減などによるものです。

続きまして、特別会計について説明します。

１８ページ、奈良県農業改良資金貸付金特別会計です。歳入ですが、第１款繰入金につ

いて、収入済額は予算現額に対して１，７００万円余の減となっています。借入申込額の

減などによるものです。第２款繰越金ですが、収入済額は予算現額に対して１，７００万

円余の増となっています。これは平成２５年度剰余金の増によるものです。第４款県債で

すが、収入済額は予算現額に対して３，１００万円の減となっています。借入申込額の減

に伴う県債発行の減によるものです。なお、第３款諸収入、第２項貸付金元利収入におい

て不納欠損額が生じていますが、農業改良資金貸付金を貸し付けた債務者について、破産

法の規定により免責が決定したため、誠に遺憾ではありますが不納欠損としたものです。

同じく第２項貸付金元利収入の収入未済額は、借受者の経営悪化によるものですが、今後

も引き続き収入確保に努めてまいりたいと考えています。１９ページ、歳出です。第１款

農林水産業費、第１項農業改良資金貸付事業費の不用額は、借入申込の減によるものです。

２６ページ、奈良県林業改善資金貸付金特別会計です。歳入ですが、第２款繰越金にお

いて、収入済額は予算現額に対して１億６，６００万円余の増となっています。これは平

成２５年度剰余金の増によるものです。第３款諸収入において、収入済額は予算現額に対

して５，０００万円余の減となっています。林業改善資金貸付金の貸付額の減によるもの

です。なお、第２項貸付金元利収入の収入未済額については、借受者の経営悪化によるも

のですが、今後も収入の確保に努めてまいります。２７ページ、歳出ですが、第１款農林

水産業費、第１項林業改善資金貸付事業費の不用額は、資金需要の減によるものです。

２８ページ、奈良県中央卸売市場事業費特別会計です。歳入ですが、第１款使用料及び

手数料において、収入済額は予算現額に対して１，３００万円余の減となっています。売
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上高の減に伴う売上高使用料の減などによるものです。第３款繰越金において、収入済額

は予算現額に対して１，４００万円余の増となっています。これは平成２５年度剰余金の

増によるものです。第４款諸収入において、収入済額は予算現額に対して１，４００万円

余の減となっています。電気使用料などの減によるものです。第５款県債ですが、収入済

額は予算現額に対して２，６００万円余の減となっています。施設整備費等の減によるも

のです。なお、収入未済額が第１款使用料及び手数料、第４款諸収入で生じていますが、

これらは市場の施設使用料及び電気使用料などで、市場内業者の経営状況の悪化等により、

納付が遅延しているものです。９月末現在で４４万円は納付されていますが、引き続き債

権の回収に努めてまいります。２９ページ、歳出です。第１款農林水産業費、第１項中央

卸売市場事業費の不用額は、諸経費の節減などによるものです。平成２６年度においては、

歳出抑制と歳入確保に努めた結果、歳入が６億５，５００万円余、歳出が６億３，４００

万円余となり、歳入歳出差引残高が２，０００万円余となっています。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」１１４ページ、農業総務

費です。１担い手の経営基盤強化支援、農業人材活用事業では、意欲ある担い手の農業経

営の拡大や耕作放棄地の解消に向けて、高齢者人材バンクを活用した取り組みに対して支

援しました。

続きまして、マーケティング推進費です。１１５ページ、２奈良の美味しい「食」の創

造と発信です。首都圏での大和野菜等販路開拓事業では、首都圏における知事トップセー

ルス、飲食店のシェフに対するＰＲ、生産者向けの講演会の実施などにより、大和野菜な

ど県産農産物の首都圏への販路開拓に取り組みました。東京における県産食材レストラン

開設準備事業では、県産食材のイメージアップやブランド力の向上を目的としたレストラ

ンを東京に出店するため、物件の選定や改修に向けた設計を行いました。現在、１２月の

オープンに向けて順調に準備を進めているところです。１１６ページ、奈良の農・林・食

ＰＲモデル実施事業では、駅前広場を活用した農・林・食のＰＲ及び賑わいの創出による

地域ブランドの活性化を図るため、天理駅前広場において、農産物などを生産者が直接販

売するマルシェをモデル的に実施しました。首都圏「食」と観光ＰＲフェア実施事業では、

首都圏での県産農産物・加工品などの「食」と観光のＰＲのため、東京都内の百貨店、新

宿高島屋店において奈良の食と観光フェアを開催し、２週間で６，７００人の来場者を集

めました。

続きまして、農産物振興費、地域産業の支援・創出（意欲のある企業・起業家への重点
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支援）です。薬用作物生産振興促進事業では、大和当帰（トウキ）やシャクヤク、ミシマ

サイコといった薬用植物の生産振興を図る市町村の取組に対する支援、農業生産法人等を

対象に薬用作物の栽培技術指導や経営分析などを実施しました。農林業の振興、１特産品

の生産振興ですが、チャレンジ品目支援事業では、県の特産品として将来性が期待できる

チャレンジ品目として、サクランボ、大和野菜、切り花ダリア、イチジクなどを位置づけ、

安定生産技術の普及定着や生産拡大に向けて支援しました。１１７ページ、リーディング

品目支援事業では、県の主要品目である柿、茶、イチゴ、キクをリーディング品目として

位置づけ、柿における計画的な改植を初め、高級かぶせ茶の生産、県産小ギクのブランド

確立に向けた支援などをしました。水稲育苗施設整備事業では、県産米の品質向上を図る

ため、健全な水稲苗を安定的に供給する育苗施設の整備に対する支援を行いました。１１

８ページ、５総合的な鳥獣害対策の推進、鳥獣被害防止対策事業では、被害防止計画に基

づき市町村が実施する捕獲の取組や侵入防止柵の設置などに対し支援を行いました。１１

９ページ、紀伊半島大水害からの復旧・復興ですが、地域の誇りとなる地域特産物物産展

開催事業では、全国豊かな海づくり大会の開催に併せ、「まほろばキッチン」において、

ワサビやアマゴの加工品など地域の誇りとなる地域特産物の物産展を実施しました。

続きまして、地域農政推進費です。１２０ページ、１担い手への支援、経営体育成支援

事業では、人・農地プランに位置づけられた地域の中心経営体などが行う農業用施設の整

備、農業用機械の導入、平成２６年２月の大雪により被災した施設の再建などに対する支

援を行いました。２農業金融資金の貸付では、農業経営の近代化及び改善などを図るため、

農業近代化資金等の貸付利子に対し助成しました。１２１ページ、３農地の有効活用、中

山間地域等直接支払事業では、中山間地域等において農業生産条件が不利で、面的にまと

まりのある農用地を対象に、農業生産活動等を行う農業者などに対し支援を行いました。

日本型直接支払事業では、農地や農業用施設の保全管理活動、多面的機能の維持管理のた

めの取組など、地域ぐるみで行う活動組織に対し支援しました。

農業研究開発センター費です。４農業研究開発センターにおける研究開発の高度化、農

業研究開発センター整備事業では、農業研究開発センターを農業大学校跡地に整備するた

め、新施設・ほ場の実施設計などを行いました。薬用作物安定供給研究事業では、大和ト

ウキの省力・安定生産技術の開発など、奈良県ゆかりの薬用作物の安定供給を目指した研

究を実施しました。新品種・優良系統育成事業では、商品性の高いイチゴ品種や産地間競

争に打ち勝つキク品種など、県オリジナルの新品種などの育成に取り組みました。その他
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記載のとおり、各種の研究開発などの事業を実施をしています。

続きまして、１２２ページ、農業大学校費です。なら食と農の魅力創造国際大学校６次

産業化研修拠点整備事業では、なら食と農の魅力創造国際大学校に農に強い食の担い手を

育成する研修拠点を整備するため、建築物の設計・工事やカリキュラムの整備等を行いま

した。

畜産振興費です。７畜産物の生産振興、家畜排せつ物利用促進事業では、畜産排せつ物

の新たな処理・利用方法として、本県に適したエネルギー利用の可能性について調査・研

究を実施しました。

食肉センター事業費、８食肉センター事業では、食肉センターの管理運営費について、

食肉公社に対し、記載のとおり助成しました。

１２３ページ、畜産技術センター費です。１０技術開発の推進、次世代大和肉鶏造成事

業では、生産性や肉質の改善などを図るため、新たな交配を研究し、優れた次世代の大和

肉鶏の造成に取り組みました。河川敷における刈草を活用した飼料自給率向上事業では、

畜産農家の飼料自給率の向上を図るため、河川敷刈草のサイレージ調整方法の検討や飼料

成分の分析を行いました。

土地改良事業費については、１１県営ほ場整備事業から、１２５ページ、２０農業水利

施設データベース化事業まで、農業農村の基盤整備、用排水路など農業水利施設の整備な

どを実施しました。なお、１２４ページ、１６農村資源を活用したにぎわい創出では、な

らの美しい農村景観づくり事業、ならの農村づくり情報発信事業などを記載のとおり実施

し、地域資源を活用した農村地域の活性化を推進しました。

１２６ページ、農道整備事業費については、２１奈良東部広域農道整備事業、２２一般

農道整備事業では、地域の農業生産の強化、経営の合理化を促進するため、記載のとおり、

引き続き農道整備を実施しました。

農地防災事業費では、２３県営ため池整備事業から、２８国営総合農地防災事業負担金

まで、引き続き農地防災の観点から、ため池の整備、農業用河川工作物の改修などを実施

するとともに、ため池の現況調査や耐震性の点検・調査などを行う市町村に対する支援を

行いました。

１２７ページ、総合農地開発事業推進費では、２９国営総合農地開発事業費負担金を記

載のとおり負担しました。

農地等調整費です。１２８ページ、３１農地中間管理事業、なら担い手・農地サポート
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センター設置事業では、なら担い手・農地サポートセンターを設置し、地域の中心となる

経営体への農地集積・集約に対する支援を行いました。

続いて、林業振興費です。１３０ページ、７建築物木造木質化の推進、建築物木造木質

化推進事業では、公共建築物への県産材の利用を促進するため、記載のとおり施設の木

造・内装木質化整備に対する支援を行いました。８民間住宅等での県産材利用推進、奈良

の木の匠養成事業では、「奈良の木の匠養成塾」を開催し、大工や住宅販売営業担当者な

どを対象に、奈良の木の魅力を学ぶ講義や現地見学を行いました。９県産木製品の開発及

び販路開拓、奈良の木オフィス家具開発・導入事業では、応接セットや事務机など県産材

を活用したオフィス家具のデザイン開発を行うとともに、パンフレットを作成し、市町村

や県内企業などに対してＰＲを行いました。県産材を利用した奈良県ＰＲグッズ開発事業

では、ひのき名刺入れなど県産材を活用した木製ノベルティグッズを開発し、全国豊かな

海づくり大会など県内イベントの参加者に配布しました。１３１ページ、県産材首都圏販

路拡大事業では、「奈良の木フォーラムｉｎ東京」の開催、首都圏の建築デザイナーなど

を対象に吉野材見学ツアーの実施により、県産材の首都圏への新たな販路開拓に取り組み

ました。「奈良の木づかい運動」ＰＲ事業では、１０月を「奈良の木づかい運動推進月

間」として、記載のとおり奈良の木の魅力を幅広くＰＲする取り組みを行いました。１１

林業・木材産業の再生、緑の産業再生プロジェクト事業では、森林整備加速化・林業再生

基金を活用し木材の加工施設や乾燥機などの流通施設の整備等に対する支援を行いました。

奈良県木材生産推進事業では、第１種木材生産林において、意欲ある林業事業体が行う奈

良型作業道の開設や林業機械の導入に対する支援を行ったほか、木材生産に係る各種の研

修を実施しました。１３２ページ、紀伊半島大水害からの復旧・復興ですが、県産材生産

促進事業では、木材を搬出する道路が被災したため搬出コストが上昇している被災地域を

対象に、搬出経費に対し補助をしました。木質バイオマス実証実験事業では、県有林から

原料用木材を搬出し、移動式ペレタイザーを利用してペレットを製造するなど、木質バイ

オマスの利用促進に向けた実証実験を実施しました。

続きまして、森林環境保全費です。１森林環境税の活用、森林とのふれあい推進事業で

は、県内１１カ所において眺望の活用やふれあいを目的とした森林の整備を行いました。

２野生鳥獣対策の推進、鳥獣被害防除事業では、有害鳥獣捕獲施設の設置及び有害鳥獣駆

除に対し助成するとともに、ニホンジカの被害の著しい市町村に捕獲部隊を派遣するモデ

ル事業などを実施しました。そのほか１３３ページにかけて、記載のとおり各種の取り組



- 40 -

みを実施しました。

１３４ページ、林道費ですが、紀伊半島大水害からの復旧・復興として、県営林道では

川股天辻線の開設をしました。補助林道開設では、高野辻阪本線ほか４路線に対し市町村

へ補助をしました。そのほか記載のとおり林道整備を進めています。

続きまして、造林費です。１木材生産林育成整備事業では、奈良市外１９市町村での搬

出、間伐、枝打ちなどに対する支援を行いました。２森林環境税の活用では、森林環境税

を財源として、記載のとおり強度の間伐や森林の公益的機能の普及啓発などを実施しまし

た。

１３５ページ、治山費ですが、記載のとおり、山地治山事業などを実施し、紀伊半島大

水害からの復旧・復興などを図りました。

１３６ページ、内水面漁業振興費ですが、清流が育むやまとの鮎魅力創出支援事業では、

やまとの鮎の育成に対する支援のほか、パネルやチラシによるやまとの鮎のＰＲを行いま

した。第３４回全国豊かな海づくり大会開催事業では、平成２６年１１月に第３４回全国

豊かな海づくり大会～やまと～を開催し、県内４市町村において、記載のとおり式典行事

や放流行事などを行い、２万１，０００人余に来場いただきました。また、大会開催に向

けリレー放流など様々なＰＲ活動も実施しました。

続きまして、災害復旧費について説明します。２０２ページ、農地及び農業用施設災害

復旧事業では、記載のとおり災害による被害に対する復旧事業を行った市町村に対し、所

要の助成措置を行いました。

２０３ページ、林道災害復旧事業では、記載のとおり紀伊半島大水害などによる林道の

災害復旧に取り組みました。林地荒廃防止施設災害復旧事業では、記載のとおり復旧事業

の実施をしました。

続きまして、農林部所管の特別会計について説明します。

２０８ページ、奈良県農業改良資金貸付金特別会計です。１就農施設等資金の貸付では、

記載のとおり新規就農者の経営開始に必要な資金について無利子での貸し付けを実施しま

した。

２１４ページ、奈良県林業改善資金貸付金特別会計です。１林業改善資金の貸付では、

記載のとおり林業労働に係る安全衛生施設の導入に必要な資金について、無利子での貸し

付けを実施しました。２木質バイオマス施設整備資金の貸付では、木質バイオマス発電施

設の整備に係る資金について、同じく無利子での貸し付けを行いました。
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２１５ページ、奈良県中央卸売市場事業費特別会計です。記載のとおり平成２６年度の

青果、水産物、関連店舗の総取扱高は１６万４，０００トン余、総取扱金額は４６３億３，

７００万円余となっています。

以上で平成２６年度農林部の主要施策についての説明を終わります。よろしくご審議を

お願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 それでは、県土マネジメント部に関する歳出決算について

説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」７ページ、第１０款県土マネジメント費で

す。県土マネジメント部、まちづくり推進局の一般会計の歳出について、まとめて説明し

ます。予算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用額は、それぞれ記載のとおりです。繰

り越しの主な理由ですが、地元調整あるいは用地交渉の難航のほか、平成２６年８月の台

風１１号による被災により、やむを得ず繰り越したものです。不用額については、京奈和

自動車道の直轄負担金が当初よりも少なかったこと、国庫補助事業の国庫認証減が主な理

由となっています。８ページ、第１３款災害復旧費、第２項土木施設災害復旧費です。予

算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用額は、それぞれ記載のとおりです。繰り越しの

主な理由ですが、地元調整や用地交渉の難航のほか、平成２６年８月の台風１１号による

被災により、やむを得ず繰り越したものです。不用額ですが、災害復旧工事の国庫認証減

が主な理由となっています。

次に、２４ページ、奈良県流域下水道事業費特別会計の決算です。歳入です。歳入合計

ですが、１２４億５，７００万円余が収入済額となります。予算現額と収入済額との比較

ですが、主なものについて説明します。第１款分担金及び負担金については、３億２，６

００万円余の減となっていますが、主に処理した汚水量の減少に伴う、各市町村からの維

持管理負担金の減少によるものです。第２款国庫支出金の１０億１，３００万円余の減、

第６款県債の３億６，０００万円余の減については、いずれも国庫補助事業に関する国庫

認証減に伴うものです。第４款繰越金の２億７，０００万円余の増については、人件費及

び維持管理費等が当初想定よりも少なく済んだため増額となったものです。２５ページ、

歳出です。歳出合計は、１１０億８，７００万円余です。歳入歳出差引額ですが、１３億

６，９００万円余となっています。予算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用額は、そ

れぞれ記載のとおりですが、繰り越しの主な理由は、工法の検討等に不測の日数を要した

ことにより、やむを得ず繰り越したものです。不用額については、国庫補助事業の国庫認
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証減及び下水道施設の管理運営費の節減が主な理由となっています。

県土マネジメント部所管の平成２６年度の歳入歳出決算報告は、以上です。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」１５１ページから県土マ

ネジメント費となっています。主な事業について説明します。１５３ページ、道路橋りょ

う維持管理に関するものです。紀伊半島大水害からの復旧・復興ですが、道路施設維持修

繕事業では、紀伊半島大水害により地すべりの兆候が見られた箇所について、斜面の監視

及び迂回路の整備・保全を実施しました。道路災害関連事業では、県道高野天川線（天川

村南日裏）において、法面対策工事を実施しています。道路災害防除事業では、十津川村

折立の国道１６８号、川上村迫の国道１６９号において、道路の法面対策等を実施しまし

た。橋りょう補修事業では、記載の橋梁について、耐震補強を実施しています。１５４ペ

ージ、効率的・効果的な基盤整備です。１道路維持修繕事業では、道路の陥没などの補修、

草刈り、清掃、冬期間の雪寒対策などを実施しています。２道路橋りょう保全整備事業で

は、内容として５項目ありますが、道路災害防除事業では、道路法面の崩壊発生箇所など

において、法面対策工事を実施しました。補助事業は６１カ所、うち６カ所が完了となっ

ています。舗装補修事業では、損傷の著しい路面の舗装補修を実施しています。１５５ペ

ージ、橋りょう補修事業では、橋梁の修繕や緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強を実施して

います。５２橋で実施して、うち１９橋が完了となっています。道路ストック総点検では、

第三者被害が想定されるトンネル、橋梁、道路照明施設の緊急点検を実施しています。次

に、協働の推進です。草刈りや清掃活動を行う地元自治会に対し支援する、みんなで・守

ロード事業、観光地へのアクセス道路を中心に植栽を行う花いっぱい推進事業を推進しま

した。

１５６ページからは、道路橋りょう新設改良に関するものです。医療の充実として、新

奈良県総合医療センター周辺道路改良事業では、県道枚方大和郡山線の測量設計・用地取

得・工事を実施しています。紀伊半島大水害からの復旧・復興では、国道１６８号辻堂バ

イパス、川津道路のトンネル、橋梁の工事、阪本工区での測量、地質調査を実施したほか、

国道１６９号高取バイパスの用地買収、国道３０９号丹生バイパスのトンネル工事など実

施しています。効率的・効果的な基盤整備では、「奈良県道路整備基本計画」に基づき、

補助事業５９路線、県単独事業１９路線で道路改良事業を推進しました。主な供用箇所は、

国道２５号福住道路ほか、記載の３カ所となっています。

１５７ページからは、道路環境整備に関するものです。４交通環境の充実、奈良中心市
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街地の交通対策事業では、奈良公園から平城宮跡に至るエリアにおけるぐるっとバスの運

行、パークアンドバスライドを実施しました。奈良公園交通対策事業では、登大路駐車場

のターミナル化に向けた予備設計や附属施設の基本構想の策定をしています。５交通安全

対策、交通安全施設整備事業では、歩道の整備、交差点における安全対策、自転車道の整

備、無電柱化の推進を実施しています。

１５８ページ、直轄道路事業費負担金です。紀伊半島大水害からの復旧・復興では、国

の道路事業である京奈和自動車道（大和御所道路、大和北道路）、国道１６８号の十津川

道路、長殿道路、風屋川津・宇宮原工区、国道１６９号奥瀞道路Ⅱ期について負担してい

ます。効率的・効果的な基盤整備では、今説明した箇所以外の国の事業である国道２５号、

国道１６３号、国道１６５号での直轄道路事業について負担しています。

１５９ページ、公共交通関係です。くらしやすいまちづくり、連携協定に基づくバス交

通支援事業では、奈良交通株式会社との連携協定に基づき、ノンステップバスの購入、バ

ス停（上屋）の整備などに対し補助したほか、奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業

では、路線バスの運行経費、ノンステップバスの購入費に対し補助を実施しています。１

６０ページ、鉄道駅バリアフリー整備事業では、鉄道事業者が行うエレベーター等の設置

などに対し補助を実施しています。効率的・効果的な基盤整備については、リニア中央新

幹線関係です。リニア中央新幹線調査検討事業では、将来の協力体制の構築に向け調査検

討等を実施しています。リニア中央新幹線整備推進事業では、早期事業着手に向け、三重

県と合同で三重県・奈良県リニア中央新幹線建設促進会議を開催したほか、国等への要望

活動や広報活動を実施しています。

１６１ページからは河川関係です。２河川維持修繕事業では、堤防の除草や堆積土砂の

浚渫、護岸の修繕等を実施しています。次に、景観・環境の保全と創造です。内容として

３項目ありますが、地元自治会と連携して植栽を行う川の彩り花づつみ事業、地元自治会

等が自主的に行う除草等の活動を支援する地域が育む川づくり事業を実施したほか、河川

空間のアセットマネジメント事業では、除草、堆積土砂の除去、護岸の修繕を一括して発

注する包括管理を、葛下川、飛鳥川、秋篠川でモデル的に実施しています。

１６２ページ、河川改修関係です。紀伊半島大水害からの復旧・復興として、新宮川水

系堆積土砂処分推進事業では、熊野川、神納川の堆積土砂の撤去を行っています。効率

的・効果的な基盤整備として、河川改良事業では、流下能力不足ではん濫するおそれのあ

る河川や浸水被害が頻発する地域にかかる河川改良を、補助事業で２７河川、県単独事業
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で８０河川で実施しています。河川情報基盤整備事業では、河川情報の収集・提供の充実

を図るため、水位観測局の増設、情報伝送ルートの二重化を行っています。

１６３ページからは、砂防関係です。まず、紀伊半島大水害からの復旧・復興です。砂

防激甚災害対策特別緊急事業・特定緊急砂防事業では、紀伊半島大水害による土砂崩壊等

に対処するため、五條市鍛冶屋谷外６地区で砂防堰堤等の整備を実施しています。地すべ

り激甚災害対策特別緊急事業では、紀伊半島大水害により発生した地すべりに対処するた

め、十津川村宇宮原地区外４地区で、押さえ盛土、アンカー工の対策工事を実施していま

す。大規模土砂災害対策推進事業では、大規模土砂災害に対応した監視・警戒・避難シス

テムの構築、深層崩壊のメカニズム解明について研究成果をとりまとめています。国際防

災学会等開催事業では、平成２６年１１月に開催された国際シンポジウム「インタープリ

ベント２０１４」に併せて、県主催の防災セミナーを開催したほか、国際シンポジウム

「インタープリベント２０１４」の開催を後援しました。１６４ページ、効率的・効果的

な基盤整備として、通常砂防事業では、補助事業で３２渓流、県単独事業で１４渓流につ

いて、砂防堰堤の整備などを実施しています。急傾斜地崩壊対策事業では、補助事業で３

６地区、県単独事業で１１地区で事業を実施したほか、地すべり対策事業では、補助事業

３地区、県単独事業４地区で事業を実施しています。１６５ページ、土砂災害基礎調査事

業です。土砂災害防止法に基づく土砂災害危険区域等の調査を実施して、土砂災害警戒区

域４，７２７カ所、土砂災害特別警戒区域４７カ所の指定を行っています。

次は、ダム関係です。２ダム建設事業、堰堤改良事業では、天理ダムの貯砂堰堤を設置

したほか、初瀬ダム、白川ダムにおいて、設備の整備、更新等を実施しています。

次に、直轄河川事業費負担金です。紀伊半島大水害からの復旧・復興では、国が実施す

る五條市大塔町赤谷地区等、記載の６地区の河道閉塞対策等の事業について負担していま

す。効率的・効果的な基盤整備では、国が実施する大和川、紀の川の河川事業に負担して

います。

２０４ページ、土木施設災害復旧費です。平成２３年度以降の災害復旧箇所ですが、平

成２３年は２５０カ所、うち２３８カ所が紀伊半島大水害によるものです。以降、平成２

４年は５０カ所、平成２５年は１５４カ所、平成２６年は５０カ所で災害となっています。

次に、紀伊半島大水害からの復旧・復興です。平成２３年の紀伊半島大水害に係る災害復

旧ですが、河川、道路等２２９カ所で災害復旧工事を終えています。土木施設災害復旧事

業では、平成２４年から平成２６年にかけての災害に係る災害復旧ですが、平成２４年分
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については４８カ所、平成２５年分については１４２カ所、平成２６年分については１０

カ所で災害復旧工事を終えています。

次に、特別会計です。

２１０ページ、奈良県流域下水道事業費特別会計です。管理費では、２１０ページから

２１１ページにかけて記載していますが、大和川上流流域下水道の浄化センター及び第二

浄化センター、宇陀川浄化センター、吉野川浄化センターの４処理場がありますが、これ

ら４つの処理場で約１億３，０００万立方メートルの汚水処理を実施しています。２１２

ページから２１３ページにかけては、流域下水道建設費です。大和川上流流域下水道第１

処理区では、浄化センター内のブロワ施設等が供用開始から４０年近く経過し老朽化のた

め、更新工事等を実施しています。２１３ページ、大和川上流流域下水道第２処理区では、

増加する流入汚水に対応するため、第２浄化センターのポンプ施設の増強を図ったほか、

老朽化に対応するため汚泥の脱水施設の更新工事を実施しています。宇陀川流域下水道で

は、老朽化に対応するため、宇陀川浄化センターの受変電施設等の更新工事を実施してい

ます。

県土マネジメント部に係る説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

○金剛まちづくり推進局長 それでは、まちづくり推進局に係る特別会計の歳入歳出につ

いて説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」１４ページ、奈良県自動車駐車場費特別会

計の決算です。歳入で、予算現額と収入済額との比較について主なものを説明します。第

１款使用料及び手数料については、収入済額は予算現額に対して１００万円余の増となっ

ていますが、自動車駐車場使用台数の増によるものです。１５ページ、歳出です。第１款

県土マネジメント費、第１項自動車駐車場費ですが、記載のとおり若干の不用額がありま

すが、人件費の減、その他経費の節減によるものです。

以上でまちづくり推進局所管の平成２６年度歳入歳出決算報告を終わります。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、まちづくり推

進局に係る主な事項について説明します。

１６６ページ、観光の振興、県営プール跡地の賑わいづくり検討事業では、良質なホテ

ル及び周辺施設を一体的に整備し、賑わいと交流の拠点とするため、ホテル事業者の公

募・選定及びホテル以外の部分の事業者公募に向けた検討を行いました。景観・環境の保

全と創造、景観づくり・まちづくり推進事業では、住民等が主体的に取り組むエリアマネ
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ジメント活動を推進するとともに、まちづくりフォーラム等の開催により、住民主体のま

ちづくりを推進しました。公共施設での花いっぱい運動事業では、花と緑があふれる地域

づくりを推進するため、県立高校、病院、庁舎等、２１の県有施設の敷地内に花壇、プラ

ンターなどを設置し、花を植えました。まちなみ資産を活用したまちづくり推進事業では、

現代アートを入り口として町家の利活用促進及び地域価値の維持・向上のサイクルを構築

するため、県内の歴史的なまちなみが残る地域において、地域型のアートプロジェクト

「奈良・町家の芸術祭はならぁと」を開催しています。１６７ページ、くらしやすいまち

づくり、２地域の特徴を活かしたにぎわいあるまちづくりです。医大・周辺まちづくり検

討事業では、県立医科大学の教育・研究部門などの移転整備を契機として、健康長寿のま

ちづくりや附属病院への便利で快適なアクセスの検討を行いました。

効率的・効果的な基盤整備、１街路事業です。街路改良事業では、「奈良県道路整備基

本計画」に基づく「骨格幹線道路ネットワーク」及び「ネットワークからのアクセス道

路」の道路整備を、大森高畑線外８路線で実施しています。（仮称）奈良インターチェン

ジ周辺整備事業では、京奈和自動車道大和北道路（仮称）奈良インターチェンジと奈良中

心部を結ぶアクセス道路の整備及び周辺地域の整備方策を検討するための調査を実施しま

した。

１６８ページ、補助土地区画整理事業では、平群駅西地区の土地区画整理事業を実施す

る土地区画整理組合に対し補助を行うことにより、支障建物の移転及び工事を推進しまし

た。

３公園事業です。新県営プール施設等整備運営事業では、まほろば健康パークにおいて、

ＰＦＩ手法を導入し、スイムピア奈良を初めとした健康増進施設、競技施設、公園施設な

どの一体的な整備を実施し、平成２６年７月に供用を開始しました。補助都市公園整備事

業、単独都市公園整備事業では、大渕池公園外４公園において老朽化した園路などの公園

施設の整備を実施しました。公園等活用検討事業では、大和民俗公園外３カ所において、

県民に親しんでもらえる場とするための検討として、現状把握のための調査を実施しまし

た。大渕池公園体育館改修事業では、体育館の耐震改修及び大規模改修工事を実施しまし

た。１６９ページ、景観・環境の保全と創造、奈良の彩りづくり事業では、馬見丘陵公園

において公園内の植栽整備を実施するとともに、馬見チューリップフェアを開催しました。

また、公園ボランティア「馬見花サポーター」の育成と活動拠点となるボランティアハウ

スを整備しています。観光の振興、平城宮跡の利活用推進事業では、平城宮跡の利活用を
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推進するため、県が整備したトイレ及び駐車場等の管理運営を行うとともに、県が整備す

る平城宮跡歴史公園（朱雀大路西側地区）の用地取得と公園整備に係る調査・設計を実施

しました。やまと花ごよみ開催事業では、馬見丘陵公園において平成２６年１０月４日か

ら１０月１９日までの１６日間、花と親しむイベント、馬見フラワーフェスタを開催しま

した。なら民博ふるさとフェスタ開催事業では、大和民俗公園において、平成２６年１１

月１５日・１６日の２日間、公園の里山林等を活用したイベントを開催しました。奈良公

園施設魅力向上事業では、県庁東交差点から大仏殿交差点間及び若草山麓の歩道整備、Ｊ

Ｒ奈良駅及び近鉄奈良駅から奈良公園に至る移動動線上にＷｉ－Ｆｉ設備を整備しました。

また、コンベンション施設として奈良春日野国際フォーラム甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～の整備

を行いました。１７０ページ、平城宮跡内イベント展開事業です。平城宮跡でのにぎわい

を創出するため、「平城京天平祭」として、春、夏、秋の季節ごとに天平行列、大極殿前

での燈花会、古代行事の再現など、多彩なイベントを実施しました。奈良公園光とあかり

のイベント事業では、冬の観光オフシーズンの誘客を促進するため、奈良公園と東大寺、

春日大社、興福寺を光の回廊でつなぐ「しあわせ回廊～なら瑠璃絵～」を開催しました。

また、若草山焼きにあわせて冬花火の祭典を開催し、山焼き行事を盛り上げ、多くの観光

客にお越しいただきました。夏のオフシーズン対策として、なら燈花会を開催しました。

いずれのイベントも来訪者の好評を得ました。１７１ページ、奈良公園周辺への宿泊客誘

客キャンペーン事業では、平成２７年１月１０日から３月８日までの土日・祝日、県外か

らの宿泊観光客の増加を図るため、社寺等と連携した旅行商品の造成を行い、「奈良うま

し冬めぐり」と題して、多くの方に参加いただきました。奈良観光キャンペーン事業では、

春日大社式年造替を契機とした誘客促進キャンペーンを展開し、オフィシャルパンフレッ

トの作成や東京など大都市でのＰＲ活動、テレビ・雑誌を活用した広報宣伝を行っていま

す。

１７２ページ、効率的・効果的な基盤整備、県営住宅の管理では、指定管理者制度の導

入と拡大を進めており、住民サービスの向上と効率的な住宅管理に努めています。一方、

家賃の滞納に対しては、悪質滞納者に明渡訴訟を行うなど、厳格に対応しています。くら

しやすいまちづくり、住生活ビジョン推進事業では、モデル地域における住民ニーズ・生

活実態の調査等に基づく地域のまちづくり方針を策定するための委託事業を実施しました。

１７３ページ、紀伊半島大水害からの復旧・復興、復興住宅建設等補助事業では、被災者

が入居する復興住宅建設等の整備費の一部を補助しました。復興住宅建設等支援事業では、
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五條市、野迫川村、十津川村の復興住宅関連事業を推進するため、コンサルタントに委託

し、３市村の実施する事業に対し総合的な業務支援を行いました。復興集落づくり調整・

管理支援事業では、住まい、インフラ、福祉、産業など多岐にわたる分野の復興事業を横

断的に調整・管理するため、集落復興に取り組む市村によるファシリテーターの活用を支

援しました。

効率的・効果的な基盤整備、県営住宅建替事業です。昭和５９年度から順次事業を進め

ており、３期に分けて施工していた小泉団地において、第３期工事８０戸の建設工事が平

成２６年１１月に完了し、平成２７年１月から供用開始しています。県営住宅ストック総

合改善事業では、老朽化が進む団地において各種改修工事を行っています。平成２６年度

は稗田団地において外壁改修工事、坊城団地において屋上防水工事と汚水処理設備改修工

事を行っています。

１７４ページ、安全・安心の確保、１住宅・建築物耐震化の促進、住宅・建築物耐震化

促進事業です。市町村が住民に対して耐震診断員を派遣し、木造住宅の耐震診断を行う取

り組み、住民が行う木造住宅の耐震改修工事に市町村が補助する取り組みに対し、市町村

への支援を行いました。１７５ページ、３災害に強いまちづくりの推進（宅地対策）です。

宅地耐震化推進事業では、大規模盛土造成地を抽出して、「大規模盛土造成地マップ」を

作成しました。くらしやすいまちづくり（地域性を活かした住み良いまちづくりの推進）、

建築基準法指定道路等調査事業では、建築確認申請の迅速化や建築活動の円滑化を図るた

め、建築基準法上の道路情報をデータベース化しています。建築物が建てられる道路を明

確化するもので、大和郡山市、御所市の１，３５５キロメートルの道路について、関係資

料の収集、現地調査を実施しました。

以上で平成２６年度まちづくり推進局の主要施策についての説明を終わります。ご審議

のほどよろしくお願いいたします。

○久保田水道局長 引き続きまして、平成２６年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決

算の概要について説明します。

資料「平成２７年１０月決算審査特別委員会資料」に基づき説明します。

１ページ、平成２６年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算概要です。表枠内の金

額については、消費税込みで記載しています。（１）収益的収入及び支出について説明し

ます。収入については、収入額計１１３億８，１００万円余となりました。配水量の減少

により、予算額を少し下回っています。支出については、決算額１０２億６，８００万円
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余です。こちらも予算額を少し下回っています。薬品使用量の減少による薬品費の減や企

業債残高の減少による支払い利息の減少によるものです。収支ですが、税抜きベースで計

算しており、当年度純利益は１０億６，５００万円余です。（２）資本的収入及び支出で

す。決算額はともに予算額を下回っています。収入の決算額は５億８，３００万円余です。

一方、支出の決算額は６２億９，０００万円余です。支出合計と収入合計との差である支

出超過額５７億７００万円余については、損益勘定留保資金等で補填しました。補填財源

の詳細は、後ほど説明します。水道局においては、（１）収益的収入及び支出の営業収益

で、大体年間１００億円の水道料金の収入があります。一方、（２）資本的収入及び支出

の企業債償還金で、年間５４億円余の借金を返しているのが水道会計の現状です。

２ページ、１ページの（１）収益的収入及び支出の内訳を記載したものです。金額につ

いては消費税込みの数字となっています。収益的収入では、営業収益として、配水収益が

ほとんどでほぼ１００％ですが、受託工事収益を合わせて１００億３，２００万円余とな

ります。その他営業外収益を加えて、収入合計は１１３億８，１００万円余です。収益的

支出については、営業費用及び営業外費用等で１０２億６，８００万円余となっています。

当年度純利益を、税抜きベースで表示していますが、１０億６，５００万円余となってお

り、前年度からの繰越利益剰余金６００万円余を加えて、当年度末処分利益剰余金は１０

億７，１００万円余です。このうち１０億７，０００万円については、剰余金処分に記載

のとおり、企業債の償還に充てるための減債積立金に充当し、残余の１００万円余につい

ては翌年度に繰り越しています。３ページ、１ページの（２）資本的収入及び支出の内訳

です。資本的収入ですが、企業債の収入、一般会計からの出資金及び国庫支出金等で、収

入合計は、以上計（Ａ）欄に記載のとおり５億８，３００万円余となっています。資本的

支出については、建設改良費、企業債償還金及び国庫補助金等返還金で、支出合計は、合

計（Ｂ）欄のとおり６２億９，０００万円余となっています。収支差額５７億７００万円

です。５７億７００万円余については、補填財源（Ｃ）欄に記載のとおり、減債積立金、

損益勘定留保資金等で補填しています。

続きまして、４ページ、平成２６年度県営水道の資産等の状況です。資産の部としては、

１，６３１億９，２００万円となりました。負債及び資本の部は、記載のとおりです。な

お、地方公営企業会計制度の見直しにより、平成２６会計年度から企業債の記載欄が変わ

り、従来資本の部の資本金に含めていたものを改め、負債の部の固定負債もしくは流動負

債に計上することになりました。また、資本剰余金のうち国庫補助金等償却資産に係るも
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のは、従来資本の部の資本剰余金に計上していたものを改め、負債の部の繰延収益に計上

することになりました。いずれも平成２６会計年度からの変更でして、既に反映させてい

ます。

５ページ、参考資料ですが、他府県の水道用水供給事業との指標を比較したものです。

本県は、平成２２年度から平成２６年度まで経年変化で表記しており、特に大きな変化は

ありませんが、例えば、有収水量、これは年間で有料で販売した水量ですが、平成１１年

度に８，５３０万立方メートルをピークに、以降１５年連続で減少を続けているのが現状

ですが、県及び県水道局では、水道版奈良モデルの実施により、市町村水道の水源を県営

水道に転換する取り組みを積極的に行っています。これはまだ確定ではありませんが、平

成２６年度値を底に、平成２７年度以降、しばらくは上昇に転ずると予測しています。

以上で平成２６年度奈良県営水道事業の決算概要についての説明を終わります。よろし

くご審議のほどお願いいたします。

○吉田教育長 それでは、教育委員会に関係する歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」７ページ、教育委員会の所管する事項につ

いて説明します。第１２款教育費、第１項から第６項まで順に繰越額、不用額の主な理由

を申し上げます。第１項教育総務費です。繰越額については記載のとおりです。国の平成

２６年度２月補正予算である新交付金事業の繰り越しによるものです。不用額は、国庫認

証減による事業費の減、初任者研修の非常勤講師配置数の減などによるものです。第２項

小学校費、不用額は職員の新陳代謝による人件費の減などによるものです。第３項中学校

費、不用額は職員の新陳代謝による人件費の減などによるものです。第４項高等学校費、

不用額は職員の新陳代謝による人件費の減並びに高等学校耐震化工事等の入札残などによ

るものです。第５項特別支援学校費です。繰越額は記載のとおりです。明日香養護学校の

教室等の改築工事に係るもので、大規模な遺構が発見されたことによる文化財発掘調査期

間の延長により繰り越したものです。不用額は、特別支援学校児童生徒就学奨励費申請額

の減、特別支援学校施設整備工事の入札残などによるものです。第６項保健体育費、不用

額は国庫認証減などによるものです。８ページ、第７項文化財保存費です。翌年度繰越額

は記載のとおりです。文化財の公有化に伴う補助事業で、事業主体である奈良市の事業の

遅れにより繰り越したものです。不用額は、発掘調査や重要文化財修理の受託事業費の減

並びに補助対象事業費の減などによるものです。

次に、３２ページ、奈良県育成奨学金貸付金特別会計です。歳入歳出について説明しま
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す。歳入は、第２款繰入金で、収入済額が予算現額に対して１，１００万円余の減となっ

ていますが、奨学金貸与人数の減によるものです。３３ページ、歳出は、第１款教育費、

第１項育成奨学金貸付事業費で、不用額が４，６００万円余あります。奨学金貸与人数の

減によるものです。

以上が教育委員会所管の決算概要です。

引き続き、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」に基づき、教育委員会に係

る事項について説明します。

１８４ページ、学びの支援、奈良県地域教育力サミット開催事業では、知事を議長に、

行政、経済界、公私の教育関係者等が一堂に会して、地域の教育力をテーマに議論する地

域教育力サミットを平成２６年１１月２７日に開催しました。人材・組織マネジメントと

財政マネジメント、県教育委員会の点検・評価では、教育委員会所管事務の管理及び執行

状況について点検・評価を行い、その結果を報告書にまとめ、平成２６年１２月定例県議

会に提出するとともに、県ホームページで公表しました。

１８５ページ、雇用対策の推進、南部地域復旧・復興関連就労支援事業では、十津川高

校、吉野高校の職業教育の実習備品を整備しました。１８６ページ、学びの支援、「いの

ちの教育」展開事業では、学校や地域・保護者・教育関係者等が参画・協働し、規範意識

や社会性を育む体験活動を実施しました。いじめ対策推進事業では、小・中・高校生によ

る地域を巻き込んだボランティア活動や、地域行事の共同参加など、１１地域（合計５７

回、延べ５，０００名）が社会参加活動を実施しました。英語指導力向上事業では、県内

小・中・高等学校における外国語活動・英語担当教員の指導力向上のための研修を実施し

ました。１８７ページ、体罰のない生徒指導推進プロジェクト事業では、体罰に関する研

修会や運動部活動指導者・外部指導者を対象に研修会の開催、生徒指導及び運動部活動指

導の実践発表会も開催しました。

１８８ページ、学びの支援、１地域ぐるみの子育て・教育、学校・地域パートナーシッ

プ事業です。地域で子どもを育て、規範意識・社会性の向上等に資する仕組みとして、保

護者・地域住民と「学校コミュニティ協議会」を組織し、課題解決に向けた取組を推進す

る県内３０市町村に補助しました。

１８９ページ、３学校教育課題の解消、電話教育相談事業「あすなろダイヤル」では、

児童・生徒、保護者・教員などが抱えているいじめ、不登校、子育て等の様々な教育に関

する電話教育相談を計１，９４１回実施しました。１９０ページ、紀伊半島大水害からの
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復旧・復興、へき地教育におけるテレビ会議システムの活用に関する調査・研究事業では、

モデル校３校において、テレビ会議システムを活用した交流学習等を実施しました。

学びの支援、発達障害のある児童生徒対応非常勤講師配置では、発達障害の児童に適切

な教育的支援を行うための非常勤講師を小学校７校に配置、また１９１ページに記載して

いますが、中学校３校に配置しました。

１９１ページ、公立高等学校等就学支援事業では、公立高等学校において、教育にかか

る経済的負担の軽減を図るため、授業料相当額の高等学校等就学支援金の補助を実施しま

した。１９２ページ、学び直しへの支援事業では、高等学校等の中途退学者が再び公立高

等学校で学び直す場合には、授業料相当額の学び直し支援金の補助を実施しました。

続いて、雇用対策の推進です。高校生就職未内定者・離職者就職支援事業では、就労に

向けたワークショップ・企業とのマッチングを実施するとともに、就労に関する知識を掲

載した冊子を作成し、県内高校生に配布しました。高校生キャリア教育総合支援事業では、

県内起業経験者による出前講演の実施、インターンシップコーディネーターの配置、就職

希望者をサポートする就職支援員の配置をしました。学びの支援、１高等学校教育等の就

学奨励です。公立学校等奨学のための給付金支給事業では、低所得者世帯の生徒等に対し、

教科書費等の奨学のための必要な経費として給付金を支給しました。１９３ページ、３学

校教育の充実、奈良グローバル人材育成事業では、国際的に通用する能力を持つ高校生を

育成するため、畝傍高校で外部講師による授業を行うなど、グローバル人材教育に向けた

教育方法を研究しました。

安全・安心の確保（防災危機管理の強化）です。高等学校耐震化事業では、平成２５年

度から平成２９年度を耐震化整備集中期間とし、県立高校の耐震化を推進しており、平成

２６年度は耐震補強設計を４校、耐震改修工事を１６校で実施しました。

雇用対策の推進、特別支援学校職業教育等設備整備事業では、特別支援学校高等部の職

業教育に必要な教材備品の購入を行いました。１９４ページ、学びの支援、１特別支援学

校教育設備の充実です。特別支援学校適正化推進事業では、明日香養護学校において奈良

東養護学校の病弱教育部門の移管に伴う精神科医師講師の配置、備品の整備等を行いまし

た。

安全・安心の確保（防災危機管理の強化）で、特別支援学校耐震化事業では、特別支援

学校の耐震化を優先的に進めてきましたが、平成２６年度明日香養護学校の改築工事のう

ち解体工事が完了し、これで特別支援学校の耐震化が完了しました。
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１９５ページ、体力向上ホップ・ステップ・ジャンプ事業では、幼少期に多種多様な動

きを経験することが体力向上に重要なことから、教職員を対象に「幼少期の運動・遊びセ

ミナー」の開催、親子運動・遊び体験イベントの開催など、幼少期に運動習慣を定着させ

るための取り組みを行いました。１９６ページ、スーパー食育スクール事業では、学校に

おける食育を推進するため、モデル校を指定し、栄養教諭を中心に外部の専門家や関係機

関と連携し、食を通して体と心の健康を育むことを目的に事業を展開しました。

観光の振興、史跡・名勝飛鳥京跡苑池整備活用事業では、奈良の歴史展示構想に基づく

整備として、飛鳥京跡苑池の発掘調査等を行いました。文化財保存事業補助では、建造物

の保存修理等として、平成２１年度から実施している薬師寺東塔の解体修理外４０件、美

術工芸品の修理等として、東大寺南大門の金剛力士立像の修理外１９件、計６１件の補助

を行いました。１９７ページ、記念物保存事業補助では、史跡地の公有化として、大安寺

旧境内外９件、史跡地の環境整備として、史跡公園の整備が進められている田原本町の唐

古・鍵遺跡外１４件の補助を行いました。文化財総合調査事業では、平成２６年度からの

２カ年事業として、今後の修理計画策定の基礎資料を得るための建造物の破損や破損状態

調査を初め、記載の調査を実施しました。

２１６ページ、奈良県育成奨学金貸付金特別会計です。育成奨学金として、勉学の意欲

がありながら経済的理由により就学が困難な高等学校等の生徒６７１名に対して奨学金を

貸与しました。

以上で平成２６年度教育委員会の主要施策についての説明を終わります。よろしくご審

議のほどお願いいたします。

○羽室警察本部長 警察本部に関係する歳出決算について説明します。

「平成２６年度奈良県歳入歳出決算報告書」７ページ、第１１款警察費です。第１項警

察管理費の不用額は記載のとおりで、主に警察職員の給与等、人件費の減などによるもの

です。第２項警察活動費の不用額は記載のとおりで、主に交通安全施設等整備事業に係る

入札差金などによるものです。

続きまして、「平成２６年度主要施策の成果に関する報告書」１７８ページ、安全・安

心の確保（犯罪及び交通事故抑止対策の推進）では、地域の自主防犯団体等に対する指

導・助言等のため、防犯アドバイザーの配置を初め記載のとおり、交番相談員等の嘱託職

員をそれぞれ継続配置しました。

１７９ページ、警察施設地震防災対策推進事業では、県有建築物の耐震改修等整備プロ
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グラムに基づき、耐震改修整備が必要な５施設のうち、安全運転学校と運転免許課別館の

耐震改修工事実施設計を行いました。改修工事は平成２７年度から２カ年計画です。奈良

警察署の整備では、署長公舎等附属建物の整備工事を実施しました。

１８０ページ、１治安対策の強化です。あいさつ・声かけ運動「チャレンジ“絆”」の

拡充事業では、地域防犯力の向上を図ることを目的に、あいさつ・声かけ運動の参加地域

を拡充するため、地区代表者に対する研修会を実施しました。１８１ページ、街頭犯罪対

策の強化では、巧妙化する街頭犯罪対策強化のため、パトカーや白バイ等に映像記録装置

であるドライブレコーダーを１９台整備しました。子ども女性・ＤＶ・ストーカー対策で

は、子どもや女性の身辺に危険が及ぶ犯罪等から守るため、防犯ブザー機能や位置情報が

確認できる携帯電話１４式を整備し、保護対象者に貸与することにより、被害の拡大防止

を図っています。サイバー犯罪対策の推進では、インターネットによる犯罪が増加する中、

捜査員に対してサイバー犯罪捜査に関する技術や知識を習得させるための講習会の実施や

スマートフォンなどの電子機器等に保存されている情報を解析する機材を１３台整備しま

した。安全安心まちづくり支援要員養成事業では、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用

し、高齢者や未就職者を警備員として雇用し、メロディーパトロールや声かけ・鍵掛け運

動を展開するとともに、県民及び観光客の安全・安心を高める安全安心まちづくり支援要

員の育成を図りました。続きまして、２交通安全の推進です。交通安全施設等整備事業で

は、交通管制集中制御機９基の更新、信号機の新設・改良に加え、灯火標識等３６基を整

備しました。交通安全施設のエネルギー対策では、大規模災害などによる停電で信号機に

電気が供給されなくなった場合、即時に信号機を復旧させるため、リチウム電池が付加さ

れた電源装置１７基を主要な交差点の信号機に整備しました。１８２ページ、犯罪被害者

支援の充実、ヘリコプターテレビ伝送システムの更新、自動車保有関係手続きのワンスト

ップサービス事業については、記載のとおりです。

以上で平成２６年度警察本部の主要施策についての説明を終わります。よろしくご審議

のほどお願い申し上げます。

○和田委員長 ありがとうございました。

以上をもって議案の説明を終わります。

次回１０月１５日は、午前１０時より、歳入、総務部、農林部の審査を行い、その終了

後には地域振興部、観光局は除きます、水道局、教育委員会の審査を行いますので、よろ

しくお願いします。これで本日の会議を終わります。


